
（平成２２年６月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 32 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 20 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 54 件

国民年金関係 17 件

厚生年金関係 37 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3228 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 63 年９月から平成３年２月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年９月から平成３年２月まで 

 私が 20 歳のころ母が国民年金に任意加入してくれたが、学生なので

必要ないと言ってすぐに止めた。申立期間当時再就職したＡ社は厚生年

金保険の適用がなかったので、国民年金への再加入手続をし、保険料は

納付書により毎月昼休みに母親の分と合わせてＢ市役所で納付した。 

国民年金保険料を納付していたころ、普賢岳の地震が起こり、些少な

がら義援金を寄付したことを記憶している。申立期間が未加入期間にな

っていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、再就職したＡ社が厚生年金保険の適用事業所でなかったので

国民年金に再加入し、国民年金保険料は勤め先が市役所近くであったの

で、その母の分と合わせて市役所で納付したとしているところ、同社は

市役所の向かいに位置し、厚生年金保険の適用事業所となったのは平成

３年３月であること、及び申立人が納付したとするその母の国民年金保

険料は、申立期間は納付済みとなっていることがオンライン記録により

確認できることから、申立内容に不自然な点はみられない上、申立人の

母は申立期間当時申立人に自身の保険料納付を依頼していたと証言して

いる。 

また、昭和 60 年 12 月及び 61 年１月について、Ｂ市の国民年金被保険

者名簿では未納、オンライン記録では納付済みとなっており、申立人の



                      

  

納付記録に行政側の齟齬
そ ご

がある上、申立人の氏名や住所地に誤りがある

など行政側の記録管理にも不備がみられる。 

さらに、申立人は、Ａ社退職後の平成７年２月の厚生年金保険から国

民年金への切替手続を適切に行っている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3230 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年２月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 34 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月から同年７月まで 

私は、株式会社Ａを退職後の平成４年２月にＢ市（現在は、Ｃ市）Ｄ

支所で国民年金への切替手続をした。私は、会社を退職すると必ず国民

年金への切替手続をしており、申立期間も手続をし、送られてきた納付

書で納付したはずである。手続をしていることは年金手帳の記載で明ら

かである。ねんきん特別便を見て申立期間の国民年金の記録が抜けてい

ることが分かったが、私は手続をし、保険料を納付していたはずなので

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳により、申立期間は国民年金強制加入被保険

者期間であることが確認できる。 

また、申立期間は６か月と短期間であり、申立人は厚生年金保険から国

民年金への切替手続を適切に行い、国民年金加入期間中に未納は無く、納

付意識が高かったと考えられる。 

さらに、申立期間について、年金手帳には記載があるにもかかわらずオ

ンライン記録では未加入期間とされており、行政側の事務に齟齬
そ ご

がみられ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

    

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3233 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月から 39 年 10 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 46 年３月まで 

申立期間当時 10 所帯あったＡ地区の住民は、昭和 36 年４月から開始

された国民年金に全所帯加入することになった。保険料の集金方法は、

毎月当番制で集金し、集金した保険料をその月の当番がＢ町役場へ納付

していた。私が集金当番の月は、集金をした分と自分の家族の分をあわ

せて役場へ納付し、それ以外の月は、集金人が来たときに家族全員分の

保険料を集金人へ納付していた。申立期間が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間について、申立人は、Ｂ地区の全所帯が昭和 36 年４月から

国民年金へ加入し、持ち回りの集金人に国民年金保険料を納付していた

としているところ、申立人が所持する「Ａ 国民年金集金名簿」に、申

立人の保険料が申立期間のうち、36 年４月から 39 年 10 月分まで集金

された記録があることから、当該期間については国民年金保険料を納付

したものと推認できる。 

また、生年月日及び住所が一致し申立人本人のものと推定できる国民

年金被保険者台帳（旧台帳）には、申立期間のうち、昭和 36 年４月か

ら 39 年 10 月までの期間が納付済みとなっており、申立人が所持する集

金名簿の集金記録と一致する。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 39 年 11 月から 46 年３月までの期間は、

申立人が所持する集金名簿には申立人の国民年金保険料を集金したとす



                      

  

る形跡が見られない。集金名簿のうち 36 年４月から 39 年 10 月までの

期間は申立人、申立人の妻及び申立人の養子の３人分の国民年金保険料

が集金された記録があるが、39 年 11 月からは申立人の妻及び申立人の

養子の二人分の保険料を集金した記録のみであることから、39 年 11 月

から 46 年３月までの期間の保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人が申立期間のうち、昭和 39 年 11 月から 46 年３月まで

の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 36 年４月から 39 年 10 月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3234 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年２月から同年９月までの期間及び 57 年７月から同年

９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ： 

                                            

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年２月から同年９月まで 

② 昭和 57 年７月から同年９月まで 

結婚した昭和 58 年４月に、結婚前の未納期間の国民年金保険料を夫

婦共に納付することにし、夫がＡ市役所（現在は、Ｂ市役所）で国民年

金への加入手続を行い、過年度分及び現年度分の計６か月分ずつを３か

月ごとに納付書により納付していた。申立期間が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、その夫がＡ市役所で国民年金への加入手

続を行い、過年度分及び現年度分の計６か月分ずつを３か月ごとに納付書

により納付していたとしているところ、夫婦が国民年金への加入手続をし

たとする時期は昭和 58 年４月ころであると推定でき、その時点では申立

期間の保険料は過年度納付できる期間であり、申立人の被保険者資格取得

日は昭和 56 年２月１日であることから、56 年２月分から過年度納付によ

り申立期間の国民年金保険料の納付を開始したとする申立人の申述には不

自然さはみられない。 

また、申立人が、申立期間①は８か月及び申立期間②は３か月と短期間

である申立期間の国民年金保険料を納付できなかった特段の事情は見当た

らない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3235 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年８月から 55 年 12 月までの付加保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 52 年８月から 55 年 12 月まで 

夫の勤務先の上司の夫人に勧められて国民年金保険料と付加保険料を

納付していたが、後日確認したところ、付加保険料の納付記録が無くな

っていた。申立期間が付加保険料の納付済期間とされていないことに納

得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫の勤務先の上司の妻に勧められて国民年金保険料と付

加保険料を納付したとしているところ、申立期間当時、申立人と同じ社宅

にいた知人は、申立人より１年ほど早く任意加入して国民年金保険料と付

加保険料を納付しており、その知人は「当時の社宅の住人は皆、国民年金

と付加年金に加入していた。」と証言している上、「申立人とは何度かＡ

町役場に国民年金保険料と付加保険料を一緒に納付したことがある。」と

証言していることから、申立内容には信 憑
ぴょう

性が認められる。 

さらに、申立人に国民年金保険料と付加保険料の納付を勧めた上司の

妻は、昭和 48 年４月から平成４年６月まで付加保険料を含めて納付済み

となっており、申立人の申述を裏付けるものとなっている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付

加保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3238 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月から 54 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 44 年２月から 51 年 12 月まで 

             ② 昭和 52 年４月から 54 年３月まで 

申立期間当時は若かったため、自覚して自ら保険料を納付するように

なった 30 歳ころまで国民年金は両親に任せきりにしていた。国民年金

の加入手続や加入手続後に国民年金手帳を交付されたかは覚えていない

が、国民年金保険料は父親か母親がＡ組合の保険料と一緒に納付してい

たはずである。申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年３

月に払い出されており、払出時点で申立期間②の国民年金保険料を過年

度納付することは可能であった。 

  さらに、国民年金保険料を納付してくれたとする申立人の父親及び母

親は、いずれも申立期間②から 60 歳までの国民年金保険料を納付して

いる。 

 

２  申立期間①について、申立人は、その父親又は母親が国民年金保険料

を納付してくれたと申し立てているが、父親及び母親は既に他界してお

り、申立人自身は国民年金の加入手続、保険料の納付に関与していない

ため、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

  また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年３月に払い出され

ており、払出時点からすると、申立期間①は時効により納付できない

期間であり、別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 



                      

  

  さらに、申立期間①は、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた時点では、特例納付が可能な期間であったが、手帳記号番号の払

出日は申立人が自覚して国民年金保険料を納付するようになったとす

る 30 歳に到達した年であること、申立人はさかのぼって納付した記憶

は無いとしていることから、特例納付を行ったとは考え難い。 

加えて、申立期間①の国民年金保険料の納付を裏付ける関連資料

（家計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年４月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3243 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年７月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年７月から 43 年３月まで 

    申立期間当時は、自分の母親がＡ町（現在は、Ｂ市）役場で国民年金

の加入手続を行い家族の分の保険料を納付しており、一緒に保険料を納

付していたほかの家族は皆納付しているので、私の分だけ未納となって

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、家族

の国民年金保険料を納付していたとしているところ、申立人の国民年金

手帳記号番号は、昭和 43 年 10 月 25 日にＡ町で払い出されており、申立

期間は過年度納付が可能である。一方、申立人は 43 年４月に厚生年金保

険に加入しているが、本来納付する必要のない 43 年４月から同年 12 月

までの国民年金保険料を厚生年金保険加入後に納付していることが確認

できるにもかかわらず、申立期間を納付しなかったとするのは不自然で

ある。 

また、申立期間について、申立人と一緒に国民年金保険料を納付してい

たとする申立人の両親、兄及び姉の保険料は納付済みとなっており、申立

人のみが未納となっているのは不自然である。 

さらに、21 か月と比較的短期間である申立期間の国民年金保険料を納

付できない特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3244 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年５月から 59 年 10 月まで 

             ② 昭和 60 年１月から同年３月まで 

    昭和 54 年５月ころ、妻が会社を退職後、私が妻の分と一緒に国民年

金への加入手続をＡ区役所で行った。保険料は、夫婦のどちらかが加入

当初から、区役所で納付しており、毎月納付したり、納付可能な時期は

まとめて納付したりしていた。申立期間の保険料が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、国民年金加入当初から、夫婦のどち

らかがＡ区役所で夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたとして

いるところ、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、申立人夫婦の国

民年金手帳記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 60 年４

月ころＡ区で払い出されたことが推認でき、その時点では、申立期間

②は保険料の現年度納付が可能な期間である。 

    また、申立人夫婦は、申立期間以外は未納が無く、付加保険料を納付

するなど保険料の納付意識は高いと認められる上、３か月と短期間で

ある申立期間②の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらな

い。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、昭和 54 年５月ころその妻の

会社退職後、夫婦の国民年金の加入手続をＡ区役所で行い、夫婦のどち

らかが二人分の保険料を区役所で納付していたとしているが、当時の保



                      

  

険料額や納付時期、納付方法など具体的な納付状況が不明である。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 60 年４月ころ夫婦連

番で払い出されたと推認できるが、当該手帳記号番号が払い出された時

点では、申立期間①の大部分は時効により納付できない期間であり、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は

みられない。 

    さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 60 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3245 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年５月から 59 年 10 月まで 

             ② 昭和 60 年１月から同年３月まで 

    昭和 54 年５月ころ、私が会社を退職後、夫が夫婦二人分の国民年金

への加入手続をＡ区役所で行った。保険料は、夫婦のどちらかが加入当

初から、区役所で納付しており、毎月納付したり、納付可能な時期はま

とめて納付したりしていた。申立期間の保険料が未納となっていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、国民年金加入当初から、夫婦のどち

らかがＡ区役所で夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたとして

いるところ、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号は、申立人夫婦の国

民年金手帳記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 60 年４

月ころＡ区で払い出されたことが推認でき、その時点では、申立期間

②は保険料の現年度納付が可能な期間である。 

    また、申立人夫婦は、申立期間以外は未納が無く、付加保険料を納付

するなど保険料の納付意識は高いと認められる上、３か月と短期間で

ある申立期間②の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらな

い。 

 

  ２ 一方、申立期間①について、申立人は、昭和 54 年５月ころ会社退職

後、その夫が夫婦の国民年金の加入手続をＡ区役所で行い、夫婦のどち

らかが二人分の保険料を区役所で納付していたとしているが、当時の保



                      

  

険料額や納付時期、納付方法など具体的な納付状況が不明である。 

    また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 60 年４月ころ夫婦連

番で払い出されたと推認できるが、当該手帳記号番号が払い出された時

点では、申立期間①の大部分は時効により納付できない期間であり、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡は

みられない。 

    さらに、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 60 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3247 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年２月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年２月から 53 年３月まで 

昭和 53 年から 54 年ころ、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行った。

その時に区役所の職員から 10 年前までの未納分の保険料をさかのぼっ

て納付できると教えてもらい、分割で未納分の保険料を納付したはずで

あり、申立期間が未納となっていることに納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ区役所の職員から 10 年前までの未納分の国民年金保険料

をさかのぼって納付できることを教えてもらい、分割で未納分の保険料を

納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、第３回特

例納付期間内である昭和 55 年４月 11 日に払い出されていることが確認で

きる。  

また、申立人が特例納付により国民年金保険料を納付したとする金額と

申立期間の特例納付に係る保険料額とは、ほぼ一致しており、申立てに信

憑
ぴょう

性がうかがえる。 

さらに、申立人は、社会保険事務所(当時)の職員のことや、その職員と

のやりとりなどを具体的に記憶している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3251 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年 11 月から 56 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年 11 月から 56 年３月まで 

    20 歳になった昭和 53 年＊月ころ、Ａ市役所Ｂ支所で国民年金の加入

手続をし、申立期間の保険料については、Ｃ農協（現在は、Ｄ農協Ｅ支

店）で納付したはずだ。申立期間が未納になっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 53 年＊月ころ、Ａ市役所Ｂ支所で国民年

金の加入手続をし、申立期間の保険料については、Ｃ農協で納付したはず

であると主張しているところ、申立人の国民年金の加入時期は、申立人の

国民年金手帳記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、56 年１月こ

ろであると推認され、当該時点において、申立期間の保険料は納付可能で

あったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間中の保険料をすべ

て納付しており、保険料の納付意識は高いものと認められる上、申立期間

中、申立人と同居していたその両親は納付済みとなっている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3254 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年６月から７年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年６月から７年２月まで 

私が 20 歳になったころ、国民年金加入の通知が届いたので、Ａ町役

場において加入手続をしたが、当時は学生であったので、保険料の納付

をしなかった。その後何度も保険料未納の督促が納付書と一緒に届いた

が、納付はしなかった。平成７年に就職し、母にも強く保険料の納付を

するように言われていたので、その年の７月に賞与が 20 万円位支給さ

れたこともあり、納付していなかった申立期間の保険料を同町役場にお

いて納付書に現金を添えて一括で 20 数万円を納付した。申立期間の保

険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は 20 歳ころに国民年金の加入手続を行い、平成７年７月にさか

のぼって納付できる保険料を一括で 20 数万円ほど納付したとしていると

ころ、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が 20 歳になったころの

４年＊月に払い出されていることが確認できる。このことから、申立人が

保険料を納付したと主張している７年７月に保険料が納付できる期間は、

５年６月から申立人が厚生年金保険被保険者となる以前の７年２月までと

考えられ、当該保険料額（22 万 7,100 円）は申立人の主張する 20 数万円

におおむね一致することから、申立人の主張には信 憑
ぴょう

性が認められる。 

また、申立期間当時同居し、申立人に国民年金保険料の納付を勧めてい

た申立人の母、兄及び妹についても国民年金被保険者期間に未納は無く、



                      

  

申立人の同居の親族の納付意識の高さがうかがえる上、申立人が 21 か月

と短期間である申立期間の保険料を納付できなかったとする特段の事情も

見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3335 

 

第１ 委員会の結論 

Ａ株式会社の事業主は、昭和 23 年５月１日に厚生年金保険被保険者の

資格を申立人が取得し、24 年３月 19 日に資格を喪失した旨の届出を社会

保険事務所（当時）に行ったことが認められることから、申立人の厚生年

金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。  

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 23 年５月から同年７

月までは 600 円、同年８月から 24 年２月までは 2,700 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男（死亡） 

    基礎年金番号  ： 

    生 年 月 日 ： 昭和元年生 

    住    所  ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年４月１日から 25 年４月１日まで 

平成 20 年８月に、昭和 21 年４月から 25 年３月までの期間において、前後

関係は明らかでないが、いずれも２年くらい勤務していたＡ株式会社及び株式

会社Ｂ(現在は、株式会社ＣのＤ本社)における厚生年金保険の被保険者記録が

無いとして、社会保険事務所に調査を依頼したところ、平成 21 年８月に、いず

れの記録も無いとの回答があったが、納得できないので調査してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時の勤務先名称としてＡ株式会社を記憶している

ところ、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

一姓名「Ｅ」で、生年月日は昭和元年＊月＊日（暦上、同日は存在しな

い。）と記載されている者が、23 年５月１日に厚生年金保険被保険者の

資格を取得し、24 年３月 19 日に資格を喪失していることが確認できる。

このため、当該被保険者の厚生年金保険の記号番号の厚生年金保険被保険

者台帳（旧台帳）を確認したところ、姓名は「Ｆ」Ｇと記されているもの

の、生年月日は申立人の月日（元年＊月＊日）が記されており、事業所の



                      

  

名称、被保険者資格取得日及び資格喪失日も当該健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の記録と一致している。そして、この事情を年金事務所に照会

したところ、当該記録は申立人の記録と判断するとの回答が得られた。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が 昭和 23 年５月１日

に被保険者資格を取得し、24 年３月 19 日に資格を喪失した旨の届出を社

会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保

険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳における当該未統合記録により、

昭和 23 年５月から同年７月までは 600 円、同年８月から 24 年２月までは

2,700 円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 23 年５月１日から 24 年３月 19 日までを

除く期間については、申立人の職種や同僚の氏名等は明確ではなく、申立

期間当時にＡ株式会社に勤務していた複数の元社員も申立人を知らないと

している上、同社及びＨ組合（現在は、Ｉ組合）は、申立期間当時の記録

は保管していないと回答しているため、申立人の勤務期間及び社会保険適

用に係る事情は確認できない。 

また、日本年金機構Ｊ事務センターによると、Ａ株式会社の申立期間に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、当該昭和 23 年５月１日か

ら 24 年３月 19 日までの被保険者記録のほかに申立人の氏名は確認できな

いとしている。 

さらに、申立人は、申立期間において、株式会社Ｂに勤務していたと申

し立てているが、申立人の職種や同僚の氏名等は明確ではなく、申立人の

妻及び姉の供述により申立人が同社に入社する際の紹介者とされる、申立

人の姉の元夫であった同社の元社員は既に他界している上、申立期間当時

に同社に勤務していた複数の元社員も申立人を知らないと回答している。 

加えて、株式会社Ｃは申立期間当時の職員録と職員台帳に申立人の氏名

は無いとしている上、Ｋ組合も当時の記録は保管していないとしているた

め、申立人の勤務状況及び社会保険適用に係る事情は確認できない。 

このほか、申立人は、給与明細書など、勤務実態や保険料控除を確認で

きる資料を保管しておらず、申立人の当該期間における厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3341 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は、昭和 30 年４月１日、資格喪失日

は、31 年１月１日、また、株式会社Ｂにおける資格取得日は、39 年４月

８日、資格喪失日は、同年５月１日、さらに、Ｃ株式会社における資格取

得日は、40 年１月 12 日、資格喪失日は、41 年 10 月 26 日であると認めら

れることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者の資格取得日及び資

格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額に係る記録は、申立期間①のうち、昭和

30 年４月から同年９月までの期間は 4,000 円、同年 10 月から同年 12 月

までの期間は 5,000 円、申立期間②は１万 8,000 円、申立期間③のうち、

40 年１月から同年９月までの期間は２万 2,000 円、同年 10 月から 41 年

９月までの期間は３万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 30 年４月１日から 31 年１月１日まで 

② 昭和 39 年４月８日から同年５月１日まで 

③ 昭和 40 年１月 12 日から 41 年 10 月 26 日ま

で 

    社会保険庁（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した申立期間①、株式会社Ｂに勤務した申立期間②及び

Ｃ株式会社に勤務した申立期間③の被保険者期間が、それぞれ９か月、

１か月及び 21 か月空白となっている。申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

すべての申立期間において、各事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿に生年月日が「昭和 13 年 11 月 12 日」となっている申立人と同姓同

名の被保険者記録があり、当該被保険者記録はいずれも未統合となってい



                      

  

る。 

一方、申立期間①及び③の各事業所おける複数の同僚の供述及び申立人

が「昭和 38 年に勤務したＤ株式会社Ｅ工場から平成 16 年にＦ株式会社で

定年退職するまでＧとして勤務していた。」と供述しているところ、申立

期間②に株式会社Ｂおける被保険者記録を有する同僚が、本人の職種を

「Ｇであった。」としており、その同質性が認められることから、申立人

が、各申立期間において、各事業所に勤務していたことが推認できる。 

また、申立人は、当該生年月日を記憶しており、「申立期間当時は同日

が生年月日だと思っていた。申立期間後に勤務したＦ株式会社の時代に誤

りに気がつき訂正した。」と供述しているところ、同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿において、申立人の生年月日が、訂正前の生年月

日は判別し難いものの訂正されていることが確認できる。 

さらに、申立人に係る雇用保険の被保険者記録は、申立人が昭和 51 年

４月以降に勤務したＦ株式会社における被保険者記録しか存在せず、40 年

１月から 51 年３月までの期間において、生年月日が 13 年 11 月 12 日であ

る申立人と同姓同名で、かつ、申立期間③及び申立人の厚生年金保険被保

険者記録と一致する雇用保険の被保険者記録が存在しており、申立人の供

述と符合する。 

加えて、申立期間①にＡ社における被保険者記録を有する同僚５人、申

立期間②に株式会社Ｂにおける被保険者記録を有する同僚６人及び申立期

間③にＣ株式会社における被保険者記録を有する同僚 12 人に照会したと

ころ、それぞれ４人、二人及び３人から回答が得られ、申立期間②の同僚

は申立人の勤務状況及び同姓同名の同僚の有無について「不明。」と供述

しているものの、申立期間①の同僚３人が「申立人は、Ａ社に勤務してい

た。申立人と同姓同名の同僚はいなかった。」と供述しており、また、申

立期間③の同僚３人は「申立人は、Ｃ株式会社に勤務していた。」とし、

うち二人が「申立人と同姓同名の同僚はいなかった。」と供述している。 

これらの事実を踏まえると、各申立期間における当該未統合の被保険者

記録は、申立人の厚生年金保険被保険者記録であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 30 年４月１日に被保険者

資格を取得した旨の届出及び 31 年１月１日に被保険者資格を喪失した旨

の届出、また、39 年４月８日に被保険者資格を取得した旨の届出及び同年

５月１日に被保険者資格を喪失した旨の届出、さらに、40 年１月 12 日に

被保険者資格を取得した旨の届出及び 41 年 10 月 26 日に被保険者資格を

喪失した旨の届出を各事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認

められる。 



                      

  

また、各申立期間の標準報酬月額については、各申立期間に係る未統合

の厚生年金保険被保険者記録から、申立期間①のうち、昭和 30 年４月か

ら同年９月までの期間は 4,000 円、同年 10 月から同年 12 月までの期間は

5,000 円、申立期間②は１万 8,000 円、申立期間③のうち、40 年１月から

同年９月までの期間は２万 2,000 円、同年 10 月から 41 年９月までの期間

は３万円とすることが妥当である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案3344 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａの資格喪失日に係

る記録を平成４年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記録

を41万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和30年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月29日から同年３月１日まで 

同僚に紹介されて株式会社ＡのＢ地にあるＣ店で平成３年 10 月１日

から同店が閉店した４年３月１日までＤとして勤務し、閉店後同年３月

５日まで残務整理で出勤した。社会保険庁（当時）の記録では同年２月

29 日から同年３月１日までの期間が未加入になっている。申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、同僚の「申立人が申立期間において、Ｃ店で勤務し

ていた。」とする供述及び雇用保険の記録により、申立人が申立期間にお

いて、同社に継続勤務していたことが認められる。 

また、同僚は、「申立人と給与支給額について話をしており、２月分

（支給月は３月）の実支給額は、１月分の実支給額と同じであった。また、

３月の５日分は日割りで支給されたと聞いている。」と供述している。 

さらに、申立人は、「退社時に、閉店した店の支配人から、年金で迷惑

をかけることになるかもしれないと言われたが、同意はしていない。」と

供述している。 

加えて、ほかの同僚は、自身の退職日について、月末まで勤務していた

旨を供述しているところ、当該事業所に係るオンライン記録から、当該同

僚を含む月末に退職したとする同僚のほぼ全員の資格喪失日が、１日付け



                      

  

となっていることが確認できる。 
これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおけ

る平成４年１月のオンライン記録から、41万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を平成４年３

月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年

２月29日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格

喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、同月の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

   



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3353 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、当該期間の

うち、平成８年 12 月から９年８月までを 28 万円に、申立期間②に係る標

準報酬月額の記録については、当該期間のうち、10 年 10 月から同年 12

月までの期間、11 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 12 年３月を 36

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成８年 10 月１日から９年９月１日まで 

             ② 平成 10 年 10 月１日から 12 年４月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、

給与支給明細書の保険料控除額に見合う標準報酬月額と異なっているの

で、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、給与支給明細書におい

て確認できる保険料控除額から、申立期間①のうち、平成８年 12 月から

９年８月までを 28 万円に、申立期間②のうち、10 年 10 月から同年 12 月

までの期間、11 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 12 年３月を 36 万



                      

  

円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立人の主張どおりの届出及び保険料納付については不明であ

るとしているが、事業主から提出のあった健康保険厚生年金保険被保険者

標準報酬決定通知書及び被保険者報酬月額変更届に記載されている標準報

酬月額とオンライン記録における標準報酬月額が一致していることが確認

できることから、事業主はオンライン記録どおりの標準報酬月額に係る届

出を行い、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該期間の標準報酬月

額に基づく保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成８年 10 月１日から同年 12 月１日までは、

給与支給明細書が提出されず、ほかに保険料控除額を確認できる資料も見

当たらない上、事業主等からも具体的な供述が得られないことから、申立

人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

また、申立期間②のうち、平成 11 年１月１日から同年 10 月１日までの

期間、及び 12 年１月１日から同年３月１日までの期間については、申立

人が所持する給与支給明細書において、事業主が給与控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の

いずれか低い方の額が、社会保険事務所の記録における標準報酬月額を超

えないことが確認できることから、特例法による保険給付の対象に当たら

ないため、あっせんは行わない。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3361 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格喪

失日に係る記録を 10 年 10 月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を平成９年７月から同年９月までの期間は 30 万円、同年 10 月か

ら 10 年３月までの期間は 32 万円、同年４月から同年９月までの期間は

22 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成９年２月 26 日から同年３月 10 日まで 

             ② 平成９年７月 26 日から 10 年 10 月 21 日まで 

申立期間①及び②共に有限会社Ａに勤務していたが、厚生年金保険

被保険者期間に欠落がある。給料から厚生年金保険料を控除されてい

たので、当該期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、雇用保険の記録及び事業主の供述により、申立

人が当該事業所に継続して勤務していたことが認められ、給与明細書の

記載内容から、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、給与明細書に記載され

た厚生年金保険料控除額から、平成９年７月から同年９月までの期間は

30 万円、同年 10 月から 10 年３月までの期間は 32 万円、同年４月から

同年９月までの期間は 22 万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、当該事業所は、平成９年７月 26 日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間②において

は適用事業所としての記録は無い。しかし、当該事業所は、商業登記簿



                      

  

謄本により当該期間において法人事業所であったことが確認できること

から、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていた

ものと判断される。 

なお、事業主は、申立人の申立期間②において適用事業所でありなが

ら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認めら

れることから、事業主は、申立期間②に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

２ 申立期間①について、申立人の雇用保険の記録は、申立人の有限会社

Ａに係るオンライン記録と符合している。 

また、事業主は、「申立人は、平成９年２月 25 日に退社して、同年

３月 10 日に再度入社した。」と供述しているところ、申立人も当該期

間は退社していた期間であったかもしれないとしている。 

さらに、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることができない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3364 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における被保険者記録のうち、資格喪失日（昭和 39 年４月 29 日）

及び資格取得日（同年８月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月 29 日から同年８月１日まで  

   私は、昭和 28 年４月１日から 52 年 11 月 29 日までＡ株式会社に勤務

していたが申立期間の年金記録が無い。申立期間は、社命により海外出

向（Ｃ株式会社）はあったが、厚生年金保険料は控除されていたと思う

ので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、Ａ株式会社において昭和 28 年４月１

日に厚生年金保険の資格を取得し 39 年４月 29 日に資格を喪失後、同年８

月１日に同社において再度資格を取得しており、39 年４月から同年７月

までの申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

しかしながら、申立人のＡ株式会社に係る雇用保険の被保険者記録、事

業主から提出されたＣ株式会社における勤務者名簿及び同僚の供述により、

申立人は申立期間を含めてＡ株式会社に継続して勤務していたことが認め

られる。 

また、申立人は申立期間当時の給与明細書等は所持していないものの、

Ａ株式会社において人事課長又はＤ課長であったと供述する同僚（二人）

によると、海外の子会社に出向する場合は、出向者に対して国内給与を設



                      

  

け、同給与から社会保険料を控除していたと供述している。 

さらに、Ｅ組合から提出されたＦ組合設立時（昭和 39 年８月１日）の

名簿及び事務引継書において、申立人は 32 年１月 28 日に健康保険の被保

険者資格を取得し、39 年８月１日にＧからＦ組合に編入されていること

から、申立期間は当該事業所においてＧの被保険者期間であることが確認

できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 39 年３月及び同年８月におけ

る記録から、３万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていな

いにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは考え

難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取

得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

39 年４月から同年７月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3366 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 50 万 9,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

   株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、50 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3367 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 54 万円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

   株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、54 万円の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3368 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 103 万 5,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

   株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、103 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3369 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 150 万円とすること

が必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

   株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3370 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 34 万 8,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

   株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、34 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3371 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 52 万 5,000 円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 10 日 

   株式会社Ａから平成 15 年 12 月 10 日に賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されている。しかし、社会保険庁（当時）には当該賞与に係

る記録が無いため、調査をして訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   株式会社Ａから提出のあった平成 15 年 12 月 10 日に支給された賞与に

係る賞与明細書から、申立人は、52 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3372 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 37 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を２万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 37 年 10 月３日から同年 11 月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険被保険者記録を照会したとこ

ろ、昭和 37 年 11 月１日にＡ株式会社から子会社であるＢ株式会社に

出向した際の申立期間が欠落していることが判明した。32 年４月から

平成９年８月に定年退職するまで途中退社したことはない。申立期間

を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出したＡ株式会社の出向辞令、事業主及び同僚の供述並びに

雇用保険被保険者記録により、申立人が申立期間においてＡ株式会社に継

続勤務（昭和 37 年 11 月１日から 41 年３月 31 日までＢ株式会社に出向）

していたことが認められる。 

また、申立人は「子会社であるＢ株式会社が発足した当時は、Ａ株式会

社から出張して勤務に当たっていた。」と供述しているところ、事業主で

あるＡ株式会社は、申立人の勤務状況及び資格喪失届について、「申立人

の人事記録における出向命令日は昭和 37 年 11 月１日となっている。昭和

37 年 10 月 31 日まではＡ株式会社の社員である。Ｂ株式会社発足時の同

年 10 月３日に同社に出向した社員の資格喪失届を提出した際に誤って申

立人の資格喪失届も一緒に提出してしまったとも考えられる。」と回答し

ている。 



                      

  

さらに、Ｂ株式会社発足時にＡ株式会社からＢ株式会社に異動した同僚

は、「申立人を含めほとんどの社員がＡ株式会社から出向してきた。出向

に当たっては勤務が途切れていたことはない。」と供述している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 37 年９月の記録から、２万

2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

(当時)に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち平成 11 年５月１日から同年６月１日までの厚

生年金保険の標準報酬月額については、申立人が主張する標準報酬月額で

あったと認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 26

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11 年５月から 13 年２月まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、平成 11 年５月から 13 年２月

までの標準報酬月額が 15 万円に下げられているが、申立期間当時の給

料は 25 万円だった。正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方を認定することとなる。 

オンライン記録において、株式会社Ａに係る申立人の標準報酬月額は、

平成 10 年 12 月１日の資格取得時決定から 11 年４月までは 26 万円であ

るが、同年５月の随時改定から 13 年２月までは 15 万円とされており、

随時改定及び定時決定の記録に訂正・改ざんされた形跡は無い。 

また、申立人が提出した株式会社Ａにおける給与明細書において、被

保険者資格を取得した翌月の平成 11 年１月分から厚生年金保険料が控

除されていることから、保険料は翌月控除であることが確認できる。 



                      

  

しかしながら、平成 11 年６月分の給与明細書から控除されている厚

生年金保険料は、同年５月の随時改定による標準報酬月額 15 万円に基

づく保険料ではなく、標準報酬月額 26 万円に基づく保険料であり、総

支給額（報酬月額）は、27 万 4,910 円であることが確認できる。 

以上のことから、申立人の平成 11 年５月の標準報酬月額を 26 万円に

訂正することが必要である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、商業登記簿謄本においても法人は解散している上、事

業主との連絡がとれないため確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所(当時)に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間のうち、平成 11 年５月を除く期間については、申立人が提

出した給与明細書において、各月の総支給額（報酬月額）は、申立人が

主張する標準報酬月額 25 万円を超えていることが確認できるものの、

控除されている厚生年金保険料は、オンライン記録における標準報酬月

額 15 万円に基づく厚生年金保険料であることが確認できることから、

記録を訂正する必要は認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3381 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における

資格取得日に係る記録を昭和 40 年２月 21 日に訂正し、同年２月の標準報

酬月額に係る記録を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年２月 21 日から同年３月 21 日まで 

申立期間はＡ株式会社Ｂ事業所に勤務していたが、厚生年金保険の記

録が無い。同社のＣ事業所からＢ事業所へ転勤になったのは昭和 40 年

２月 21 日付けであったので、申立期間において被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ａ株式会社の在職証明書及び同社の人事記録

（発令簿）から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 40 年

２月 21 日に、同社Ｃ事業所から同社Ｂ事業所に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、昭和 40 年２月の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社

Ｂ事業所における同年３月のオンライン記録から、２万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3382 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ株式会社における申立人の被保険者

記録のうち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 39 年９月 30 日）及び資格

取得日（42 年３月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額に係る記

録を 39 年９月から 40 年４月までを３万円、同年５月から 42 年２月まで

を４万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生  年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 昭和 39 年９月 30 日から 42 年３月１日まで 

私は、昭和 32 年４月１日にＡ株式会社に入社し、独立するために 44

年４月末に退社するまで継続して勤務していた。しかし、厚生年金保険

の加入記録が、39 年９月 30 日から 42 年３月１日までの２年半の期間

が空白となっている。この間に一時的な退職や長期の休職等は絶対に無

かった。 

１日も早くこの加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は、昭和 34

年９月１日に厚生年金保険の資格を取得し、39 年９月 30 日に資格を喪失

後、42 年３月１日に同社において再度資格を取得しており、申立期間の

被保険者記録が無い。 

   しかし、申立人が提出した申立期間内の日付が確認できる２葉の社員旅

行の集合写真及び複数の同僚（申立期間に資格を取得した者二人を含む９

人全員）の供述から、申立人が申立期間においてＡ株式会社に継続して勤

務をしていたことが認められる。 

   また、事業所の事業所別被保険者名簿に記載されている健康保険証払出



                      

  

番号１番から 30 番まで（申立人は＊番と＊番）の者の被保険者記録を確

認したところ、申立人と同様に中抜け期間のある者は一人も確認できなか

った。 

   さらに、Ａ株式会社は、申立人が昭和 32 年４月１日から 44 年３月まで

勤務していたと回答し、その後のヒアリングでは、人事記録等は無いが、

その間継続して勤務をしていたことは間違いなく、勤務・契約形態に変更

は無かったとしている上、同僚からの供述も同様であった。 

加えて、当該事業所は当時の事務処理に問題があった可能性があるとし

て、保険料の納付勧奨に応ずる姿勢を示している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

事業所別被保険者名簿における申立期間前後の記録から、昭和 39 年９月

から 40 年４月までを３万円、同年５月から 42 年２月までを４万 2,000 円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていな

いにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは考え

難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取

得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

39 年９月から 42 年２月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3385 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（53 万円）であったと認められることから、申立期間

の標準報酬月額に係る記録を 53 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年１月１日から４年 12 月１日まで 

    以前、株式会社Ａに勤務していた当時の同僚から、自身の記録につい

て厚生年金保険の保険料が改ざんされているとのことであった。自分

も年金事務所で調べてもらったところ標準報酬月額が大幅に少なく記

録されていることが分かったので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が、申立期間当時勤めていた株式会社Ａは、平成４年 12 月１日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人も同日に被保険

者資格を喪失しているが、申立人の標準報酬月額は同日以降である５年１

月 27 日に、３年 10 月及び４年 10 月の定時決定を取り消した上で、３年

１月から４年 11 月までの期間について 53 万円から 20 万円に遡及
そきゅう

して訂

正されていることがオンライン記録により確認できる。 

   なお、商業登記簿謄本によると、申立人は株式会社Ａの取締役に就いて

いるが、申立人は社内での重要事項の決裁権限は無く、ＢでＣを担当して

おり、社会保険関係事務には全く関わっていないと主張しているところ、

当時の複数の同僚も、申立人はＢの責任者で、Ｃに従事しており、社会保

険関係事務には携わっていなかったと思うと供述している上、雇用保険の

加入記録が確認できることも踏まえると、申立人が当該訂正処理に関与し

ていたとは考え難い。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において当該訂

正処理を遡及
そきゅう

して行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記

録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の記録

から 53 万円とすることが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3387 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①に係る事業所における資格喪失日は、平成５年３月

１日であると認められることから、申立期間①に係る厚生年金保険被保険

者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については 26 万円とすることが必要

である。 

   また、申立期間②に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（26 万円）であったと認められることから、当該期間

に係る標準報酬月額に係る記録を 26 万円に訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年10月31日から５年３月１日まで 

             ② 平成５年３月１日から同年９月20日まで 

平成３年１月21日から５年９月20日まで株式会社ＡがＢ市内で経営

するＣ店に勤務していたのに、社会保険事務所（当時）から、４年10

月31日から５年３月１日までの期間については厚生年金保険の被保険

者記録が無く、同年３月１日から同年９月20日までの期間については

標準報酬月額が同社を退職した後の６年１月27日にさかのぼって26万

円から12万6,000円に引き下げられていると知らされた。 

Ｃ店を退職するまで店名及び勤務内容に変更は無く、給与は月額26

万円くらいで、厚生年金保険から脱退することや標準報酬月額の訂正

について説明を受けたことも承知をしたことも無い。納得できないの

で調査し被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録から、申立人が平成５

年３月31日まで、株式会社Ａ（５年３月ころから社名を株式会社Ｄに変

更。）に継続して勤務（雇用保険の被保険者記録は、株式会社Ａにおい

て３年１月21日に取得、５年３月31日に喪失しているものの、株式会社



                      

  

Ｄにおいて同年４月１日に取得、同年９月20日に喪失。）していたこと

が認められる。 

一方、オンライン記録では、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保

険の被保険者格資格喪失日は平成４年10月31日と記録されているが、当

該処理は、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった５年１

月１日より後の同年３月５日に遡及
そきゅう

して行われていることが確認できる

が、社会保険事務所において、かかる処理を行う合理的な理由は見当た

らない。 

これらを総合的に判断すると、当該喪失処理に係る記録は有効なもの

とは認められないことから、申立人の申立期間①に係る被保険者資格の

喪失日は、申立人の株式会社Ｄにおける厚生年金保険の被保険者資格取

得日である平成５年３月１日に訂正することが必要と認められる。 

なお、平成４年10月から５年２月までの期間の標準報酬月額について

は、オンライン記録における４年９月の記録から26万円とすることが妥

当である。 

 

２ 申立期間②について、オンライン記録によれば、申立人の申立期間②

に係る当該事業所における標準報酬月額は、当初、平成５年３月１日の

被保険者資格取得時の記録では26万円と記録されていたところ、申立人

が同社を退職（被保険者資格喪失日は同年９月20日）した後の６年１月

27日付けで、申立人を含む12人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して減額訂正され

ていることが確認でき、申立人の場合、標準報酬月額が、12万6,000円

に遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認できる。 

また、商業登記簿謄本において株式会社Ｄは確認されたものの、事業

所は不明で事業主は他界しており、給与台帳等の資料は確認されず、申

立期間①当時に株式会社Ａの事業主であった息子を含む取締役二人は、

「申立期間②当時、株式会社Ｄは資金繰りが大変で標準報酬月額の訂正

等について、事業主と社会保険事務所との間で取り決めや指示があった

ようだ。」旨を供述している。 

さらに、当時の経理担当者も、「事業主は、社会保険事務所から何度

か呼び出されており、保険料を分割納付していたようだ」と供述してい

る。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において平成６年１月

27日付けで行われた遡及
そきゅう

訂正処理は、事実に即したものとは考え難く、

当該月額変更処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、

申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険

事務所に当初届け出た26万円にすることが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3389 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人のＡ社に係る申立期間①における厚生年金

保険被保険者資格取得日は昭和 25 年６月 15 日、資格喪失日は 27 年１月

１日であると認められることから、当該期間の厚生年金保険被保険者資格

の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 25 年６月から同年９

月までは 2,000 円、同年 10 月から 26 年 12 月までは 2,500 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 10 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： ① 昭和 25 年６月 15 日から 27 年１月１日まで 

             ② 昭和 27 年３月１日から同年 12 月 30 日まで 

             ③ 昭和 28 年 11 月１日から 34 年２月 20 日まで 

    60 歳になる少し前に、社会保険事務所（当時）に行き厚生年金保険

の加入記録を確認したところ、学校卒業後の昭和 25 年６月から 26 年

12 月まで勤務したＡ社における記録が無く、また、その後、27 年３月

から同年 12 月まで及び 28 年 11 月から 34 年２月までＢ社に勤務した期

間については脱退手当金が支給されているとの回答をもらった。しかし、

Ａ社には間違いなく勤務していたし、脱退手当金については、請求した

ことも受け取った記憶も無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

には、申立人の生年月日とは10日ほど相違しているものの、氏名が申立

人の旧姓と同姓同名であり、資格取得日は昭和25年６月15日、資格喪失

日が27年１月１日と、申立期間①と一致している基礎年金番号に未統合

の厚生年金保険被保険者の記録が確認できる。 



                      

  

    また、申立人が供述しているＡ社の所在地、事業主名及び同僚の氏名

についても、同名簿の記録と一致している上、当時の事業主の長男の名

や年齢についても、同長男に確認したところ、申立人の供述どおりであ

ることが確認できることから、当該未統合となっている厚生年金保険被

保険者記録は、申立人の被保険者記録であると認められる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 25 年６月 15 日に被保険

者資格を取得した旨の届出及び 27 年１月１日に被保険者資格を喪失し

た旨の届出を事業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

    なお、申立期間①の標準報酬月額については、当該事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿における当該未統合記録から、昭和 25

年６月から同年９月までは 2,000 円、同年 10 月から 26 年 12 月までは

2,500 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間②及び③については、申立人が勤務していたＢ社の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿に記載されている昭和32年６月から37年７月

までに退職した女性のうち、脱退手当金の受給資格がある者10人の脱退

手当金の支給記録を調査したところ、10人全員に脱退手当金の支給記録

が確認でき、このうち照会できた同僚は、事業所で脱退手当金を受領し

たと供述していることから、申立人についても事業主による代理請求が

なされた可能性が高いものと考えられる。 

    また、申立期間②及び③の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間③に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭

和 34 年５月 28 日に支給決定されているほか、申立人の厚生年金保険被

保険者台帳（旧台帳）には脱退手当金の算定のために必要となる標準報

酬月額等を、同年４月９日に厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定

庁へ回答したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さは

うかがえない。 

    さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②及び③に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3390 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 16 年２月 29 日から同年３月１日まで

の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失日を同年３月１日に訂

正し、同年２月の標準報酬月額に係る記録を 26 万円とすることが必要で

ある。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 38 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： ① 平成２年３月 31 日から同年４月１日まで 

             ② 平成 16 年２月 29 日から同年３月１日まで 

    ねんきん特別便によると、Ａ株式会社での厚生年金保険の加入状況は、

昭和 60 年４月１日に資格を取得し平成２年３月 31 日に資格喪失してい

るが、同年３月 31 日まで勤務したので申立期間①を厚生年金保険の被

保険者期間としてほしい。また、株式会社Ａでは平成 15 年４月２日に

資格を取得し 16 年２月 29 日に資格を喪失しているが、同年２月 29 日

まで勤務したので申立期間②を厚生年金保険の被保険者期間としてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、申立人から提出のあった給与明細書及び雇用保

険の記録により、申立人が当該期間も株式会社Ａに継続して勤務し、申立

期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、16 年１月のオンライン

記録から 26 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



                      

  

事業主は、申立てどおりの厚生年金保険料を納付したか否かについては不

明としているが、事業主が資格喪失年月日を平成 16 年３月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年２月 29 日と誤

って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２

月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間②に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間①については、Ａ株式会社は申立人の申立てどおりの届

出は行っておらず、平成２年３月の保険料控除も保険料納付も行っていな

いと回答しているところ、同社から提出された在籍証明書により、入社年

月日は昭和 60 年４月１日、退職年月日は平成２年３月 30 日と確認できる

上、同社が提出した申立人が作成したと推認できる退職願には、希望退職

日が同年３月 30 日と記載されていることが確認できる。 

   また、雇用保険の加入記録は、厚生年金保険の被保険者記録と同様に資

格取得日は昭和 60 年４月１日、離職日は平成２年３月 30 日と確認するこ

とができ、Ａ株式会社から提出された在籍証明書の在籍期間とも一致して

おり、３つの記録には食い違いが無いことが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3226 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年７月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年７月から 63 年３月まで 

    結婚した昭和 63 年４月ころに、Ａ市役所から国民年金保険料の未納

があるという通知が届いたように思う。未納期間はいつからいつまで

という説明はなかったが、全部ではなく２年くらいまで納められると

いうことで、夫に相談したところ、「払った方がいい。」と言われ夫

にお金を用意してもらい一括で納めた。保険料は 20 万から 30 万円く

らいで、Ａ市役所の窓口で納めた覚えがある。申立期間が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 63 年４月ころにＡ市役所から国民年金保険料の未納が

あるという通知が届き、申立期間の保険料をさかのぼって納付したとし

ているが、申立人が納付したとする国民年金保険料額は、申立期間の納

付に必要な保険料額と異なる上、申立人は、申立期間に係る国民年金の

加入手続、保険料の納付期間、納付場所等についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

   また、申立人が所持している年金手帳により、申立人は、昭和 54 年３

月 15 日に厚生年金保険加入に伴い国民年金被保険者資格を喪失し、63 年

４月 14 日に国民年金第３号被保険者として資格を再取得していることが

確認でき、Ａ市では申立人を被保険者として管理しておらず、Ａ市によ

ると国民年金の未加入期間について納付書を交付することは無いとして

いることから、申立人に保険料の納付勧奨が行われることもなかったも

のと推認される上、未加入である申立期間は制度上保険料を納付するこ

とができない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料



 

  

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3227 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年２月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年２月から 47 年３月まで 

    私が結婚した昭和 53 年 11 月ころ、母から 20 歳の学生のころ父がＡ

町役場で国民年金の加入手続をし、母が保険料を納付してくれていた

と聞かされた。ねんきん特別便を見ると学生のころの期間の納付記録

が無い。加入手続をしてくれた父は既に他界しており、その時の状況

は定かではないが、母は学生であった私のために保険料を納付したと

言っている。申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人が20歳の昭和46年ころ、その父が国民年金の加入手続

をしてくれ、保険料はその母が納付してくれたとしているが、申立人の父

は既に他界し、申立人の母も申立人の国民年金保険料を納付した記憶は無

いとしており、加入手続及び保険料の納付状況は不明である。  

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和52年７月ころ払い出され

たことが払出検索システムにより確認でき、払出時点では申立期間は時効

により保険料を納付できず、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡もうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付さ

れたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3229 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年１月から 44 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年１月から 44 年４月まで 

Ａ区からＢ町（現在は、Ｃ市）へ引っ越してしばらくした昭和 39 年

５月ころ、勤務先から帰った主人が友人から聞いたと言って国民年金の

話をした。国民年金保険料が毎月 200 円ぐらいなら家計にもひびかない

だろうから早速手続するようにと勧められたので、翌日私がＢ町役場に

行き加入手続をした。 

国民年金保険料は毎月自宅に来た婦人会の集金人に納付し、領収書の

代わりに印紙を年金手帳の台紙に貼
は

ってもらった。最初の保険料は 200

円だったことをよく覚えているのに未納となっていることに納得できな

い。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年５月ころその夫に勧められ自身でＢ町役場におい

て、国民年金の加入手続をしたと主張しながら、記憶している国民年金保

険料が 42 年１月以降のものであるとの指摘を受け申立期間を 42 年以降に

変更している上、加入手続に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人の主張する

印紙検認による納付及び当時の国民年金手帳の記憶は記録上納付記録のあ

る 44 年５月以降もしばらくの期間は同様であったことが確認できること

から、申立人が申立期間当初に加入手続し、保険料を納付していたとする

事情がうかがえない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 44 年７月に払い出され、

申立人は、任意被保険者資格を同年５月に取得していることが国民年金手

帳記号番号払出簿及び申立人が所持する年金手帳により確認できることか

ら、申立期間は未加入期間であり、国民年金保険料を納付できず、別の国



 

  

民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3231 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年８月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 49 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、夫婦共に昭和 45 年８月 28 日に資格を

取得しているので納税組合で納付したはずである。それまで厚生年金保

険に加入していたが、Ａ社会保険事務所（当時）から従業員２人以下の

法人は国民年金に加入するよう指導されたため国民年金に加入した。申

立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、Ａ社会保険事務所から

従業員２人以下の法人は厚生年金保険の適用除外になると連絡があり、国

民年金に加入するよう指導されたため、国民年金に加入して納税組合に保

険料を納付したはずであると主張しているが、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 49 年２月８日に夫婦連番で払い出されており、その時点で

は、申立期間の大部分は時効により納付できない期間であり、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   また、申立人の申立期間の国民年金保険料の納付時期、納付金額等に関

する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立人が所持する国民年金手帳には資格取得年月日が昭和 45

年８月 28 日と記載されているが、この資格取得年月日は、加入手続時期

にかかわらず、強制加入期間の初日まで遡及
そきゅう

して記載されることから、保

険料納付の始期を特定するものではない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3232 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年８月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 49 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、夫婦共に昭和 45 年８月 28 日に資格取

得をしているので納税組合で納付したはずである。それまで厚生年金

保険に加入していたが、Ａ社会保険事務所（当時）から従業員２人以

下の法人は国民年金に加入するよう指導されたため国民年金に加入し

た。申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、Ａ社会保険事務所から

従業員２人以下の法人は厚生年金保険の適用除外になると連絡があり、国

民年金に加入するよう指導されたため、国民年金に加入して納税組合に保

険料を納付したはずであると主張しているが、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 49 年２月８日に夫婦連番で払い出されており、その時点で

は、申立期間の大部分は時効により納付できない期間であり、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   また、申立人の申立期間の国民年金保険料の納付時期、納付金額等に関

する記憶が曖昧
あいまい

であり、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）や周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立人が所持する国民年金手帳には資格取得年月日が昭和 45

年８月 28 日と記載されているが、この資格取得年月日は、加入手続時期

にかかわらず、強制加入期間の初日まで遡及
そきゅう

して記載されることから、保

険料納付の始期を特定するものではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3236 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年９月から 57 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年  月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 49 年９月から 57 年５月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、父がＡ町役場（現在は、Ｂ市

役所）に勤務し、国民年金保険料の納付意識が高かった父が、私が会社

を辞めた後に私の国民年金加入手続を行い、保険料を納付していたはず

である。未加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料については、Ａ町役場に勤務し、

国民年金保険料の納付意識が高かったその父が、申立人が会社を辞めた

後に申立人の国民年金加入手続を行い、保険料を納付していたはずであ

るとしているが、申立人は、その父から保険料納付の有無について、明

確に告げられていないとしており、申立期間の国民年金手帳も受け取っ

ていない上、国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もみられない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の父は既に他

界しており、申立人の保険料納付に関する証言が得られず、申立期間の

保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3237 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年２月から７年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年  月 日  ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 平成５年２月から７年４月まで 

Ａ有限会社に就職した 20 歳から 22 歳までの２年間については、外国

就労となるので年金が未納とならないよう個人で納付するようにと会社

から通達があったため、実家の母が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたはずである。未納とされていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、その母親が申立人の国民年金保険料を納

付したはずであるとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号から推定

できる国民年金への加入時期は、平成 10 年１月ころであり、その時点で

は、申立期間は時効により納付できない期間であり、申立人はそれ以前に

住所を移転しておらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金保険料を納付したとしているその母親は、申立

人の国民年金手帳が交付された記憶は無いとしており、保険料を納付した

ことを示す事情はうかがえない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3239（事案 2437 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 39 年４月から 41 年３月まで 

       申立期間は、前回申し立てたところ、納付記録が確認できないとのこ

とであったが、当時住んでいたＡ町（現在は、Ｂ市）の住所の具体的な

地番が分かったので、再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ町の国民年金被保険者名簿に記録

は確認できず、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間より後の昭和

41 年７月 30 日にその夫と連番でＣ市(41 年からＣ市に居住)において払い

出されており、申立人は夫婦の国民年金の被保険者の資格取得届を同年７

月 30 日以後にＣ市で手続したことが推認されるとして、平成 21 年 11 月

４日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人から示されたＡ町の具体的な地番に基づき、再度、申立人

の申立期間における国民年金手帳記号番号の払出しの有無等について調査

を実施したが、昭和 41 年７月 30 日にその夫と連番により払い出されてい

る記号番号のほかに払い出されていた形跡は見当たらず、委員会の決定内

容を変更すべき新たな関連資料等は確認できなかった。 

なお、申立人が当時住んでいたとするＡ町のアパートの持ち主に対して、

当時の申立人の状況等について照会したところ、当該持ち主は既に他界し

ており、その妻も相当年数が経過しているため申立人を思い出せないとし

ており、国民年金保険料の納付をうかがわせるような供述や資料の提出は

得られなかった。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3240（事案 2436 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和６年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 39 年４月から 41 年３月まで 

       申立期間は、前回申し立てたところ、納付記録が確認できないとのこ

とであったが、当時住んでいたＡ町（現在は、Ｂ市）の住所の具体的な

地番が分かったので、再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ町の国民年金被保険者名簿に記録

は確認できず、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立期間より後の昭和

41 年７月 30 日にその妻と連番でＣ市(41 年からＣ市に居住)において払い

出されており、申立人は夫婦の国民年金の被保険者の資格取得届を同年７

月 30 日以後にＣ市で手続したことが推認されるとして、平成 21 年 11 月

４日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人から示されたＡ町の具体的な地番に基づき、再度、申立人

の申立期間における国民年金手帳記号番号の払出しの有無等について調査

を実施したが、昭和 41 年７月 30 日にその妻と連番により払い出されてい

る記号番号のほかに払い出されていた形跡は見当たらず、委員会の決定内

容を変更すべき新たな関連資料等は確認できなかった。 

なお、申立人が当時住んでいたとするＡ町のアパートの持ち主に対して、

当時の申立人の状況等について照会したところ、当該持ち主は既に他界し

ており、その妻も相当年数が経過しているため申立人を思い出せないとし

ており、国民年金保険料の納付をうかがわせるような供述や資料の提出は

得られなかった。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3241 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年７月から 10 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 43 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成７年７月から 10 年５月まで 

申立期間は、勤務先が社会保険に加入していなかったため、自分で国

民年金に加入して保険料を納めていたが、社会保険事務所（当時）に照

会したところ、国民年金に加入した記録は無いとのことであった。国民

年金加入について、どのような手続を行ったかは覚えていないが、納付

書で保険料を納めていた記憶があるので、国民年金の被保険者であった

かどうか調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、「勤務先が社会保険に

加入していなかったため、自分で保険料を納めていた。市役所から届いた

納付書で、自宅付近の銀行で保険料を納付していた記憶がある。」と申述

しているが、国民年金の加入手続及び保険料額についての記憶が曖昧
あいまい

であ

る上、申立期間における申立人の国民健康保険加入が市の記録で確認でき

るところ、申立人は、「同じ時期に２通の納付書で保険料を納めていた記

憶は無い。」としていることから、申立人は、国民健康保険料の納付を国

民年金保険料と誤認している可能性も否定できない。 

また、申立人のオンライン記録には、全期間を通じて国民年金加入の記

録が無く、氏名検索でも申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡が見当たらないほか、申立人が所持する年金手帳にも国民年金の被保険

者としての記載が無いことから、申立期間は国民年金に未加入であり、制

度上、国民年金保険料を納付することができなかったと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付の事実をう



 

  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3242 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年８月から 46 年 10 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月から 46 年 10 月まで 

    20 歳のころ、実家にいるときに、私が自分で国民年金の加入手続を

行い、保険料は集金の方が毎月来ていたので、現金で納付していた。領

収書は、引っ越しの時に捨ててしまった。申立期間が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、実家にいるときに集金人に国民年金保険料を毎月現金で納付

していたと申し立てているが、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料

納付について、当時の年金手帳や印紙検認方式の記憶も無く、加入状況、

納付状況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年２月ころ払い出さ

れており、払出日からすると、申立期間の大部分は時効により納付できな

い期間であり、別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3246 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年８月から 53 年 10 月までの期間及び 54 年２月から同

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年８月から 53 年 10 月まで  

② 昭和 54 年２月から同年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、母が当時の勤務先であったＡ

校の近くにあるＢ郵便局で、年払いの一括納付をしていたと記憶してい

る。母は、保険料を納付するたびに私に報告してくれていたので、申立

期間が未納となっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間の国民年金保険料については、申立人の母親が勤務

先近くの郵便局で納付していたはずであるとしているが、その母親からは

申立期間のころのことを確認することができず、保険料の納付状況が不明

である。 

 また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 56 年６月の

時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間であり、申立

人の国民年金保険料を納付していた申立人の母親は、その時点で、さかの

ぼって納付が可能であった限度の 54 年４月からの保険料を過年度納付し

ていることが確認できる上、申立期間当時から国民年金手帳記号番号の払

出時期まで、申立人は同一区内に居住しており、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていた事情はうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3248 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年１月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

また、申立人の昭和 59 年４月から同年６月までの国民年金保険料につ

いては、還付されていないものと認められるが、当該還付請求権は時効に

より消滅したものと認められることから、還付についての記録を訂正する

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年１月から 54 年３月まで  

② 昭和 59 年４月から同年６月まで 

昭和 51 年＊月（20 歳の誕生月）に国民年金に加入した。国民年金保

険料については、月額 3,000 円くらいをＡ区のＢ出張所で納付していた

ので、申立期間①が未納となっていることに納得できない。また、申立

期間②については、国民年金保険料を還付する旨の通知があったが、還

付金を受け取っていないので調査してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

    １ 申立期間①の国民年金については、申立人は、月額 3,000 円くらいの

保険料を納付したと主張しているが、申立期間①の保険料額は、昭和

51 年１月から３月までは月額 1,100 円、51 年４月から 52 年３月までは

月額 1,400 円、52 年４月から 53 年３月までは月額 2,200 円、53 年４月

から 54 年３月までは月額 2,730 円であり、申立人が納付したとする金

額と相違している。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 54 年６月 14 日に払い

出されており、払出日からすると、申立期間①の一部は時効により納付

することはできない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

はみられない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の妹と同一日に払



 

  

い出されており、その妹の納付記録も未納となっている。 

加えて、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②については、オンライン記録によれば、申立人は昭和 59

年４月及び同年５月の国民年金保険料を納付したが、同年４月にＣ組合

の組合員となったことから、申立人が納付した申立期間②の国民年金保

険料は、同年９月 11 日に還付の決議がされたことが確認できる一方、

当該還付金が支払われたことは記録されておらず、申立人に、当該還付

金は支払われていないものと認められる。 

しかしながら、Ｄ社会保険事務所（当時）では、国民年金保険料の還

付決議が行われた場合は、納付した被保険者に還付請求書を速やかに発

送していたとしており、申立人も還付請求書を受け取ったとしているこ

とから、還付請求を行っていない申立人の当該還付請求権は２年間の時

効期間が経過したために消滅したとみるのが適切と考えられる。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②の国民年金保険料を還付されていないも

のと認められるが、当該還付請求権は時効により消滅したものと認めら

れることから、還付についての記録を訂正することはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3249 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年４月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から 62 年３月まで 

私の国民年金は、私の母が昭和 59 年４月ころＡ市役所（現在は、Ｂ

市役所）で加入手続をしてくれた。加入時は、私は学生で保険料納付を

免除されたが、後日、母がまとめて保険料を納付したと記憶しているの

で、申立期間が未納になっていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母が昭和 59 年４月ころＡ市役所で国民年金の加入

手続をしてくれ、当時学生であり保険料納付を免除されていたが、後日、

母が保険料をまとめて納付してくれたとしているが、申立人の国民年金手

帳記号番号が払い出された平成元年４月時点では、申立期間は時効により

保険料を納付できない期間であり、申立人の国民年金保険料を納付してい

た申立人の母親は、その時点で、さかのぼって納付が可能であった限度の

昭和 62 年４月からの保険料を過年度納付していたことが確認できる上、

申立期間当時から国民年金手帳記号番号の払出時期まで、申立人は同一市

内に居住しており、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた事情は

うかがえない。 

また、申立人の母は、申立人の姉が 20 歳（昭和 54 年）のころＡ市役所

でその国民年金の加入手続をしたとしているが、その国民年金手帳記号番

号は 63 年５月ころＣ社会保険事務所（当時）で払い出されていることが

確認できることから、申立人の母の記憶には齟齬
そ ご

がある。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す



 

  

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3250 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年１月ころから 48 年１月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年１月ころから 48 年１月まで 

    Ａ市に住み始めてしばらくたってから、既に国民年金に加入していた

近所の友人に加入を勧められたので、昭和 39 年１月ころ、Ａ市役所Ｂ

支所で加入手続をし、すぐに保険料も納付し始めた。その友人とは時々、

一緒に同支所で保険料を納付したことを覚えているので、申立期間が未

加入になっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 39 年１月ころ、Ａ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続

をし、すぐに保険料も納付し始めたと主張しているが、申立人は、国民年

金被保険者台帳及びＡ市の国民年金記録表から、48 年２月 23 日に任意加

入していることが確認でき、その時点で、申立人は国民年金被保険者資格

を 39 年１月ころにさかのぼって取得することはできない上、別の国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

また、申立人に国民年金の加入を勧めたとされる友人は、「確かに申立

人と一緒にＡ市役所Ｂ支所に行って国民年金保険料を納付したことはあっ

たが、その時期までは覚えていない。」としており、申立ての事実を確認

できる証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3252 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45 年６月から 47 年２月までの期間、47 年８月から 48 年

11 月までの期間及び 49 年９月から 50 年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年６月から 47 年２月まで 

② 昭和 47 年８月から 48 年 11 月まで 

③ 昭和 49 年９月から 50 年３月まで 

    昭和 50 年ころＡ市役所から、特例納付の通知がきたので、前夫と相

談後、その夫がＡ市役所において夫婦二人分の国民年金の加入手続をし、

20 歳までさかのぼって納付する手続をした。また、同日にその市役所

又は金融機関において、一括で 10 万円から 14 万円くらいを納付した。

その後は納付書が届き始めたので、その夫がすべて納付していた。裁定

請求の際に申立期間が未納とされていることを知ったが、すべて納付済

みのはずであり、申立期間の保険料が未納であることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年ころ夫婦二人分の国民年金保険料を特例納付制度

を利用し、20 歳までさかのぼって 10 万円から 14 万円くらいを納付した

としている。しかしながら、申立人及び申立人の前夫の国民年金手帳記号

番号の払出日は 50 年 11 月 29 日であることがＢ社会保険事務所（当時）

の払出簿から確認できるものの、申立人の 42 年４月から 45 年５月までの

期間、47 年３月から同年７月までの期間及び 48 年 12 月から 49 年８月ま

での期間の厚生年金保険被保険者期間は、平成 16 年 11 月 24 日に追加訂

正された期間であり、訂正される以前は申立期間①、②及び③は連続して

いた未納期間であると考えられ、記録訂正時にはこれらの期間が未納であ

ったと推定できるが、昭和 50 年当時において、これらの期間のうち手帳

記号番号の払出時点では時効により納付できない 48 年４月から同年９月



 

  

までの期間を除いた期間を特例納付、過年度納付及び現年度納付した場合

の保険料額は、申立人の記憶と相違する。 

また、申立人の保険料を一緒に納付したとする申立人の前夫についても、

申立期間が未納となっている。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立事案の口頭意見陳述においても、国民年金の加入及び国民

年金保険料の納付状況について、これまでの調査結果以上に具体的な申述

が得られなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3253 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成２年７月から３年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年７月から３年 12 月まで 

    私が 20 歳になったころ、Ａ市役所から国民年金保険料の納付書が送

付されてきた。しばらくして督促状が届いたこともあり、当時無職であ

った私に代わって母が一括又は２回に分けて同市役所の窓口で納付して

くれた。また、妹の国民年金保険料についても、私と差がないようにと

母が納付していた。妹の保険料は納付済みであるのに、私の申立期間が

未加入であることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の母親は、保険料の納

付書が届いた分については、すべて納付したとしているが、オンライン記

録によると、申立人は平成４年１月から厚生年金保険被保険者期間である

ことが確認できるところ、申立人の母親は、その申述どおりであれば、３

年４月から４年３月までの分の納付書に基づき、この間の国民年金保険料

をすべて納付したことになり、そうであれば、４年１月から同年３月まで

の保険料については、還付されることになるが、還付された記憶は無く、

還付記録も見当たらない。 

また、申立人の母親は国民年金保険料額について、具体的な記憶は無く、

納付書が届いた時期についても申立人が 20 歳になったころであったとし

ていたが、学生が強制適用となったころであった可能性もあるとの主張に

変更しており、記憶が曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人には国民年金手帳記号番号が払い出されていないことか

ら、年金番号が統合された平成９年１月以前は申立人は国民年金に加入し

ていなかったと考えられる。 



 

  

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3336 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所  ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年７月 21 日から同年８月１日まで 

昭和 58 年７月 31 日付けで退職したＡ株式会社における厚生年金保険

被保険者資格喪失日が、同年７月 21 日となっているが、同年７月の厚

生年金保険料を控除された記憶もあるので、被保険者資格喪失日を同年

８月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社には、昭和 58 年７月 31 日付けの退職願を上司を

介して提出して受理された上、同年７月の厚生年金保険料を控除された記

憶があると主張している。 

しかしながら、申立人は、当時は病気療養中であり、申立期間には１日

も出勤をしていないと供述している。 

また、Ａ株式会社の保管する当時の社会保険及び雇用保険手続名簿には、

申立人の退職日が昭和 58 年７月 20 日と記録されており、申立人に係る雇

用保険の加入記録の同社における離職日も、同日となっていることを踏ま

えると、申立人の申立期間における勤務実態を推認することができない。 

さらに、Ａ株式会社において、申立人が退職願を提出したと主張する当

時の上司及び直属上司並びに同社の総務担当者も、「申立人を覚えている

が、退職月日についての具体的な記憶は無い。」としており、このほか、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3337 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 48 年１月１日から同年９月 30 日まで 

        昭和 48 年１月１日にＡ地にある株式会社Ｂに採用されたが、同社に

出社すること無く、Ｃ区にあるＤ株式会社で９か月間Ｅの仕事をして

いた。 

     株式会社Ｂでは給与から厚生年金保険料が控除されていたことを覚え

ているが、厚生年金保険被保険者としての記録が無いので、記録を訂

正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年１月１日に株式会社Ｂに採用された後、Ｄ株式会

社のＦでＥとして就業していたと主張しているところ、申立人の記憶から、

株式会社Ｂの社長名が判明し、さらに当委員会の調査により、採用された

会社は株式会社Ｇであり、就業先の会社はＤ株式会社であったことが認め

られる。 

しかし、株式会社Ｇの元事業主は、「ＥのＨにおいては、二つの雇用形

態があり、一つは社会保険の加入を伴う正社員型で当時の月額報酬で10万

円くらいの一般的な雇用と、もう一つは社会保険の加入を伴わないＩ型で

月額報酬は30万円を超える特殊な雇用関係が混在していた。」と供述して

いるところ、申立人は、雇用元である株式会社Ｇには一度も出社したこと

が無く、Ｄ株式会社には直行直帰で通勤していたとしている上、「月額報

酬については30万円から40万円であった。」と供述していることを踏まえ

ると、申立人は、株式会社Ｇと社会保険の加入を伴わないＩ型の雇用形態

であったものと考えられる。 

また、申立人が記憶する同僚には厚生年金保険の被保険者記録が確認で



  

きず、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録は無い。 

さらに、申立人は、ほかの同僚の名前は記憶していないとしている上、

株式会社Ｇにおいても、当時の人事記録等の書類は保管されておらず、不

明との回答であることから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年

金保険料控除について確認することはできない。 

加えて、株式会社Ｇに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人の申立期間に健康保険証番号の欠番は無く、申立人の氏名を確認す

ることができない。 

なお、申立人は、退職の２か月後、長女を出産した時に出産手当金を受

給したとしているが、入院先の医院は既に閉院しており当時の記録は保管

されておらず、確認することはできない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3338 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 50 年９月１日から 52 年７月１日まで 

    Ａ株式会社に昭和 47 年３月 10 日から 57 年７月 23 日まで勤務してい

たが、当該期間のうち、50 年９月１日から 52 年７月１日までの厚生年

金保険の被保険者記録が空白となっているので、正しい記録に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間について、Ａ株式会社に勤務していたことは、雇用保

険の被保険者記録により認められる。 

しかし、申立期間当時の同社の同僚 11 人に照会したところ、申立人と

同様の職種である運転手の６人のうち一人は、「申立人が申し立てている

期間は、申立人が一度退職した後再入社した時期であり、申立人は、運転

助手であったので、ちょうど私と組むことになり、『また、アルバイトで

働くことになりましたのでよろしくお願いします。』と挨拶があった。」

と供述し、ほかの一人は、「自分が昭和 53 年４月 21 日入社したとき、申

立人が盲腸の手術後であって、一緒にＢを組んで、申立人は、アルバイト

で働いていたと記憶している。」と供述し、残りの４人は、申立人が当該

事業所で勤務していたとしているものの、申立期間について当該事業所に

勤務していたことは、全員が不明であると供述している。 

また、Ａ株式会社の経理担当で社会保険の実務担当者は、アルバイトで

就業する者は社会保険には加入させていなかったこと、及び「当時のＤ業

界では需要が多く運転手などは転職も容易なことから、中には離職票も求

めず短期間で退職をする者など、非常に出入りの激しい状況であった。」

と当時のことを供述している。 



  

さらに、Ａ株式会社が加入しているＤ基金の申立人に係る基金加入記録

は、昭和 47 年３月 10 日に資格を取得、50 年９月１日に資格喪失してお

り、再度、52 年７月１日に資格取得後、57 年７月 23 日付け資格喪失とな

っており、この記録は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライ

ン記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3339 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年９月１日から 32年１月１日まで 

② 昭和 51年２月２日から 52年３月３日まで 

③ 昭和 53年３月 21日から 54年８月６日まで 

④ 昭和 57年６月 16日から 59年６月 15日まで 

申立期間①については、株式会社Ａに勤務しており、苦しい中で厚生

年金保険料を控除されていた記憶がある。申立期間②に勤務していたＢ

株式会社（現在は、Ｃ株式会社）は、給料は安かったが、保険等が完備

されていることに惹
ひ

かれて入社したため、勤務期間の前半に厚生年金保

険料が引かれていなかったとは考えられない。申立期間③に勤務してい

たＤ株式会社は、その後自分が被保険者となった株式会社Ｅ、株式会社

Ｆ及び株式会社Ｇと経営者は同じであり、Ｄ株式会社の期間だけが厚生

年金保険に加入していないとは思えない。申立期間④に勤務していたＨ

株式会社は、厚生年金保険の加入期間が１か月のみであるはずがない。

すべての申立期間を、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、当時の同僚の供述から、期間の特定はできない

ものの、申立人が、株式会社Ａに勤務していたことはうかがえる。 

しかし、株式会社Ａは、現在は厚生年金保険の適用事業所ではなく、

当時の事業主及び社会保険の手続担当者は既に他界しており、事業主に

よる申立人の申立期間①に係る保険料控除の事実をうかがわせる供述及

び関連資料を得ることができない。 

また、申立期間①当時の複数の同僚に照会したところ、３人の同僚が、

自身の入社日について、厚生年金保険の資格取得日よりおおむね２か月

前の月を回答している上、申立人と資格取得日（昭和 32 年１月１日）

が同じであり、同社の被保険者期間が３か月であるほかの同僚は「30



  

年 10 月に入社し、１年以上は勤務した。」と回答していることから、

当時、株式会社Ａは一定期間経過後に厚生年金保険の資格を取得させて

いたことがうかがえる。  

さらに、いずれの同僚からも、申立人の申立期間①に係る厚生年金保

険料が控除されたことをうかがわせる供述は得られなかった。 

加えて、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下

「被保険者名簿」という。）に記載されている申立人の被保険者資格取

得日及び資格喪失日は、オンライン記録とも一致している。 

 

 ２  申立期間②について、当時の同僚の供述から、期間の特定はできな

いものの、申立人が、Ｂ株式会社に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ｂ株式会社が保管していた社会保険の加入台帳には「健康保

険 No＊、氏名Ｉ、生年月日昭和 11 年＊月＊日、厚生年金＊、取得月日

52.３.３ 喪失月日 53.３.21」と記載されており、当該記載内容は、

被保険者名簿及びオンライン記録と一致する。 

また、社会保険の手続担当者であった同僚は、「会社に社会保険の加

入台帳があったことを覚えている。その台帳に記入してある資格取得日

を基に厚生年金保険料を控除しており、その台帳に書かれた資格取得日

より前に厚生年金保険料を控除することは無い。」と供述している。 

        

 ３ 申立期間③について、申立人は、当時、Ｊ地のＤ株式会社に勤務し

ていたと主張しているところ、商業登記簿謄本において、同社が、昭

和 48 年１月 31 日に設立され、平成元年 12 月３日に解散していること

が確認できる。 

また、雇用保険の被保険者記録では、Ｄ株式会社の申立人に係る資格

取得日が昭和 53 年８月１日、離職日が 56 年８月１日と記録されている

ことから、申立人は、申立期間のうち、53 年８月１日以降は同社に勤

務していたことが認められる上、当時の同僚３人の供述からも、期間の

特定はできないものの、申立期間③において、同社に勤務していたこと

がうかがえる。 

しかし、オンライン記録によると、Ｄ株式会社が厚生年金保険の適用

事業所であったとする記録は無く、また、前出の同僚３人は「同社は、

厚生年金保険の適用事業所となったことは無く、自分も厚生年金保険に

加入していなかった。」旨を供述している。 

さらに、Ｄ株式会社の経理、総務及び給与計算を担当していたとする

ほかの同僚も「同社は、厚生年金保険の適用事業所ではなく、私も当時

は、国民健康保険に加入していたと思う。また、給与計算も担当してい

たが、会社は厚生年金保険に加入していなかったので、給与から厚生年

金保険料を控除していない」旨を供述している。 

加えて、当時の事業主は、申立人が申立期間③に在職していたと回答



  

しているものの、厚生年金保険料の控除については回答が無く、申立人

の当該期間に係る保険料控除の事実をうかがわせる供述及び関連資料を

得ることができない。 

 

４ 申立期間④について、複数の同僚の供述から、期間の特定はできな

いものの、申立人が申立期間④において、Ｈ株式会社に勤務していた

ことがうかがえる。 

しかしながら、事業所の事業所別被保険者名簿から、Ｈ株式会社は、

昭和 59 年６月 15 日付けで厚生年金保険の適用事業所となっており、申

立期間当時は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｈ株式会社の当時の社会保険の手続を担当していた経理担当役

員は、「会社が厚生年金保険に未加入だった期間は、給与から厚生年金

保険料を控除することは無く、全員が国民健康保険等に加入していた」

としている上、申立人と同様に会社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た日に資格を取得しているほかの同僚も「自分は昭和 57 年２月ころに

入社し、その時会社から『会社は社会保険に加入していないので、自分

で国民健康保険と国民年金を役所に行って納付して下さい』と言われた。

実際に区役所に行って手続し、会社が社会保険に入るまでは、国民年金

保険料を納付していた。当時、給与に携わる仕事をしていたが、会社が

厚生年金保険料を給与から控除するようになったのは、会社が厚生年金

保険に加入してからである」旨を供述している。 

さらに、当時の事業主及び同社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った平成 20 年１月９日時点における事業主のいずれからも、申立期間

④に係る保険料控除の事実をうかがわせる供述及び関連資料を得ること

ができなかった。 

 

５ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る

厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3340 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年６月ころから 28 年１月ころまで 

申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していたにもかかわらず、厚生年金

保険被保険者としての記録が無い。同僚が同社に勤務していた期間を年

金としてもらっているので、自分が年金としてもらえないのはおかしい。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の複数の同僚の供述から、期間の特定はできないものの、申

立人が申立期間において同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

厚生年金保険の資格取得日について、申立期間当時の同僚３人のうち一人

は、入社したとする時期よりおおむね６か月後の日が記録され、ほかの二

人は、入社したとする時期よりおおむね１年後の日が記録されている。 

また、申立人は、昭和 28 年１月 28 日付けで、ほかの事業所において厚

生年金保険の資格を取得していることが確認できるところ、申立人と一緒

に勤務していたとする同僚のＡ株式会社における資格取得日が同年８月１

日となっていることを踏まえると、事業主は、当時、必ずしも入社日を厚

生年金保険の資格取得日として加入手続を行ってはいなかったものと考え

られる。 

さらに、Ａ株式会社は厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

当時の事業主も既に他界している上、商業登記簿謄本から確認できる取締

役からも申立期間に係る保険料控除の事実をうかがわせる供述及び関連資

料を得ることができない。 

加えて、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、



  

申立期間に資格を取得した者の中に申立人の名前は見当たらず、かつ、健

康保険証番号の重複及び欠番が無いことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3342 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 59 年６月 15 日から 60 年４月１日まで 

             ② 昭和 62 年４月８日から同年７月 23 日まで 

             ③ 平成 12 年 10 月 25 日から同年 12 月 23 日ま

で 

    ねんきん特別便によると、Ａ所のＢとして勤務した期間のうち、申立

期間①、②及び③が、それぞれ 10 か月、３か月及び２か月について国

民年金被保険者期間となっているが、勤務していたことを証明する人事

異動通知書があるので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が所持する当該期間に係る申立人の人事

異動通知書及びＡ所から提出されたＣ会が証明する申立人の「履歴書」

により、申立人が当該期間において、Ａ所のＢとして勤務していたと認

められる。 

    しかし、Ａ所は、「臨時的任用職員は、昭和 61 年３月 31 日以前は社

会保険に加入していない。」としている。 

    また、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 58 年７

月１日から 61 年３月 31 日までの期間に被保険者記録を有する同僚８人

の記録を確認したところ、３人が既に死亡しており、４人が住所不明等

で供述を得ることができず、所在が判明した一人から回答があったもの

の、当該同僚の業務内容を「Ｄではなく、ＥとしてＡ所に勤務してい

た。」とするとともに、社会保険の加入条件について、「特別な勤務だ



  

ったので、一般職員については不明。」と供述している。 

    なお、オンライン記録により、申立人は、当該期間において、国民年

金被保険者として国民年金保険料を定額納付していることが確認できる。 

 

２ 申立期間②及び③について、申立人が所持する当該期間に係る申立人

の人事異動通知書及びＡ所から提出されたＣ会が証明する申立人の履歴

書により、申立人が当該期間において、Ａ所のＢとして勤務していたと

認められる。 

    しかしながら、Ａ所は、申立人について「それぞれの任用について任

期が２か月以内のため、社会保険に加入していない。」としているとこ

ろ、当該人事異動通知書及び履歴書により、当該期間における申立人の

任用期間がいずれも２か月以内であったと認められる上、厚生年金保険

法第 12 条（適用除外）により、「２か月以内の期間を定めて使用され

る者」は被保険者としないと規定されている。 

    また、申立期間②にＡ所における被保険者記録を有する同僚９人及び

申立期間③に同事業所における被保険者記録を有する同僚 12 人に照会

したところ、それぞれ３人及び二人から回答が得られたものの、当該期

間における申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていたか否かに

ついては、いずれも「不明。」と供述しており、これを確認できない。 

なお、オンライン記録により、申立人は、申立期間②において、国民

年金被保険者として国民年金保険料を定額納付しており、申立期間③に

おいても、国民年金第３号被保険者となっていることが確認できる。 

 

３ このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、すべての申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3343 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 10 月ころから 43 年４月ころまで 

    昭和 42 年 10 月ころから 43 年４月ころまで株式会社Ａにおいて、Ｂ

として総務課に勤務し、厚生年金保険料も給与から控除されていたは

ずであるが、社会保険庁（当時）に照会したところ、申立期間の厚生

年金保険の加入記録が確認できないとの回答を受け、納得できないの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時の同僚の供述から、勤務期間は特定できないものの、申立

人が株式会社Ａに勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当時の同僚二人は、当該事業所には入社時に試用期間が

あったとしている上、そのうち一人は、当該事業所における自身の厚生年

金保険料の控除開始時期について、「入社後８か月経過してから。」と供

述しており、ほかの同僚一人も、「入社した若い社員の出入りが激しかっ

たので、厚生年金保険には、入社後３か月ほど様子を見てから加入させて

いたと思う。」と供述している。 

また、申立人は、株式会社Ａに勤務していた当時の自身の雇用形態を正

社員と申し立てているが、同社は「臨時雇用と考えられる。」とするとと

もに、申立期間に係る人事記録及び給与関係書類も既に廃棄して保有して

おらず、申立人の申立期間における給与からの厚生年金保険料の控除につ

いては不明としている。 

さらに、当該事業所における申立人の雇用保険の被保険者記録は確認で

きない上、健康保険厚生年金保険被保険者原票には整理番号の欠番は無く、

申立人の氏名は見当たらない。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年  月 日 ： 昭和４年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19 年４月１日から同年９月１日まで 

私は、昭和 19 年４月１日から 20 年３月 10 日のＡで工場が焼失する

までＢ株式会社Ｃ工場でＤとして勤務した。引き続き、同社のＥ村の

工場で同年８月 15 日の終戦日まで勤務した。当初、社会保険庁（当

時）の記録は 19 年 10 月１日から 20 年３月 10 日まであったが、その

後一部の記録が発見され 19 年９月１日から 20 年３月 10 日までの記録

となっている。しかし、申立期間の記録が無く、その期間も厚生年金

保険に加入していたと思うので被保険者期間と認めてほしい。 

なお、昭和 20 年３月 10 日以降は適用事業所でない期間なので申立

てはしない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた複数の同僚の記録がＢ株式会社Ｃ工場の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿にあること、及び同僚の供述から、期間の特定

はできないものの、申立人が同事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、同僚８人に照会し、５人から回答を得られ、そのうち３

人は、入社日から社会保険の被保険者資格取得日までの期間は６か月から

１年４か月かかったとしており、入社直後から加入していない者が多かっ

たことがうかがえる。 

また、適用事業所名簿によると、Ｂ株式会社Ｃ工場は、昭和 20 年３月

10 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、当時の事業主も

既に亡くなっており、申立人に係る社会保険の資格の取得喪失、保険料の

控除及び納付については確認することができない。 

さらに、Ｂ株式会社Ｃ工場に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険



  

者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、いずれも資格

取得日が昭和 19 年９月１日、資格喪失日が 20 年３月 10 日と一致してい

る上、厚生年金手帳番号払出簿の資格取得日も 19 年９月１日となってい

る。 

加えて、Ｂ株式会社Ｃ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿は、申

立人の申立期間に係る健康保険番号は連番となっており欠落は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3346 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年４月 20 日から 47 年 10 月 11 日ま

で 

             ② 昭和 52 年１月 26 日から 55 年３月１日まで 

    昭和 31 年４月から平成 19 年 10 月に退職するまでＡ市のＢ工場で働

いた。今回、厚生年金保険に未加入期間があることを知ったが、１年も

２年も仕事をしなかったことは無く、申立期間①は株式会社Ｃに、申立

期間②は有限会社Ｄに継続して勤務していた。調査して被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、同僚の供述により、申立人が申立期間①の一

部期間に株式会社Ｃに勤務していたことは推認できる。  

しかしながら、適用事業所名簿から、当該事業所は昭和 45 年 11 月

29 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間①の

うち、同日後については、厚生年金保険の適用事業所でないことが確認

できる。 

また、申立人の雇用保険の当該事業所における離職日は、申立人の厚

生年金保険の資格喪失月と同月の昭和 42 年４月 30 日となっていること

が確認できる。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票におい

て申立期間①に、被保険者記録がある者のうち、連絡先が確認できた同

僚８人に照会し７人から回答を得たものの、申立人の申立期間①当時の

勤務状況等について供述を得ることができなかった。 



  

加えて、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険の加入記録及び事業主の供述により、

申立人が申立期間②に有限会社Ｄに勤務していたことは認められる。 

しかしながら、当該事業所は申立期間②の昭和 52 年１月 26 日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっており、55 年３月１日に再度適用

事業所になっているのが確認できるほか、当時の事業主も厚生年金保険

料を控除していなかったと供述している。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票において申立

期間②の前後に被保険者記録がある者のうち、連絡先が確認できた同僚

一人に照会したが回答を得られず、申立人の申立期間②当時の勤務状況

等について確認することができなかった。 

さらに、申立人が申立期間②において、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3347 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 29 年４月１日から 30 年 10 月 17 日まで 

    私は、昭和 29 年３月にＡ校を卒業して、同校の紹介により、同校を

卒業した友人とともに同年４月にＢ町にあった有限会社Ｃに入社し、30

年 10 月 17 日までの期間において勤務した。同社はＤしていた。 

同社にはＡ校の１年先輩が二人勤務しており、厚生年金保険に加入し

ていたが、一方、私の申立期間に係る厚生年金保険の記録が無いことに

納得できない。 

当時の同僚の厚生年金保険の被保険者記録なども調査の上、申立期間

に厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人と同じ高等学校を卒業して有限会社Ｃに同期入社した同僚及び同

校から１年先に入社した先輩の証言から、申立人は申立期間に同社に勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、有限会社Ｃに係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険

者名簿によると、健康保険の整理番号に欠番が無い上、申立人の名前及び

申立人と同じ高校を卒業し同期入社したとする同僚の名前も無いことが確

認できる。 

また、当該被保険者名簿によると、申立人の１年前に同社に入社したと

する申立人と同じ高校の先輩二人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得

日は、いずれも同社に入社したとする日から約１年後の昭和 29 年３月 26

日であることが確認できるところ、同僚の供述から、同社では年齢や勤務

期間など一定の条件を設け、厚生年金保険に加入させていたことが推認で

きる。 



  

さらに、オンライン記録、事業主の被保険者記録及び索引簿により有限

会社Ｃは昭和 33 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくな

っており、当時の事業主は死亡していることから、申立内容について確認

することができず、同僚からも申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控

除等について確認できる供述を得ることができない。 

このほか、申立人が申立期間に被保険者であったこと及び厚生年金保険

料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3348 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ： 

    生 年 月 日   ： 昭和 14 年生 

    住    所  ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 58 年６月 21 日から 62 年８月１日ま

で 

              ② 平成６年４月１日から７年１月 25 日まで 

    申立期間について、株式会社Ａに勤務していたが、オンライン記録で

は、厚生年金保険の被保険者の加入記録が空白となっているのが判明し

た。撮影日は特定できないが、当該事業所の社員旅行で撮影された写真

があったので、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、株式会社Ａの当時の代表者及び同僚の供述から判断

すると、期間の特定はできないものの、申立人が申立期間において当該事

業所に継続して勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、申立期間当時の当該事業所の代表者は、「平成７年に破

産管財人が当該事業所の破産整理を行うために、代表者印及び関係書類等

も破産管財人に渡したために平成７年当時の厚生年金保険の加入状況につ

いて判明する資料は無い。」と供述している上、申立人については、「役

職は非常勤相談役であり、また、勤務は週に１日程度、勤務時間は１時間

から２時間程度であり、正社員としては登録していなかった。また、当該

事業所の社会保険適用（昭和 58 年 12 月１日）当初は、申立人に対して厚

生年金保険被保険者としての加入勧めたが、申立人は「厚生年金保険は、

ほかの会社で加入しているので当該事業所では加入しません。」と申し出

たために、給与は、社会保険料を控除しないで現金で手渡していた。」と

供述している。 

   また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、



  

申立期間①以後に同社に入社し在籍していた元従業員及び申立期間②以前

に同社に入社し在籍していた元従業員（20 人）に申立期間に係る申立人

の厚生年金保険の適用について照会したところ、複数の元従業員は「申立

人は株式会社Ａの発起人の一人で、職種はＢで、１日の勤務時間は１時間

から２時間程度で、また、１週間に１日から３日程度の不定期で出勤時間

も一定していなかった。」と供述している。 

   さらに、申立人に係る株式会社Ａにおける雇用保険の被保険者記録は無

い上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名

は見当たらず、健康保険番号の欠番も確認できない。 

加えて、申立人は申立期間について、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていた具体的な記憶は無く、当該事業所は平成７年３月

14 日に破産宣告されており、当該事業所の関係書類は保存期限経過によ

り廃棄されているため確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3349 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 44 年 10 月から 47 年３月まで 

上記申立期間に、Ａに勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の

記録が確認できないため、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出を受けた嘱託員在職証明書及び雇用保険の記録から、申

立人が、申立期間のうち昭和 45 年４月２日から 47 年 12 月５日までＡに

勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同

社は昭和 55 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立

期間当時は、厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ａが適用事業所となった昭和 55 年３月１日に厚生年金保険の資

格を取得した者に照会したところ、複数の者から、同年３月１日より前か

ら同社に勤務していたが、同年３月１日より前は国民年金に加入しており

厚生年金保険には加入していなかった上、保険料の控除もされていなかっ

た旨の回答を得た。 

さらに、申立人が記憶する同僚は、昭和 55 年３月１日より前にＡに勤

務したと供述しているが、申立人同様に厚生年金保険の記録は無い旨の回

答をしている上、ほかの同僚も、41 年６月から 49 年１月までＡに勤務し

たと供述しているが、申立人同様に厚生年金保険の記録は無い旨の回答を

している。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、事業主は、当

時の資料も無く不明としており、厚生年金保険料を事業主により給与から



  

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3350 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年２月 20 日から同年４月 16 日まで 

私は、昭和 38 年３月中旬にＡ所（現在は、Ｂ）Ｃ科を卒業したが、

卒業する前の同年２月 20 日ころから実習生として有限会社Ｄ(現在は、

Ｅ株式会社)で働いて同年４月 16 日ころに同社を退職した。この期間の

厚生年金保険被保険者の記録が無い。Ｆで社会保険の未加入はあり得な

いので申立期間を厚生年金保険被保険者であることを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂから提出された「訓練生指導要録」によると、申立人の卒業後の就職

先は「Ｇ社｣と記載されているとともに、申立人が提出した有限会社Ｄの

配置図、作業内容等のメモから申立人が当該会社に勤務していたことがう

かがえる。 

しかしながら、Ｂの「訓練生指導要録」によると、申立人のＡ所におけ

る修了年月日は、昭和 38 年３月 16 日となっていることから、申立期間の

一部は有限会社Ｄの見習実習生の期間であったものと考えられる上、当時

の同僚 10 人に照会したところ、複数の同僚が「入社から３か月は試用期

間で厚生年金保険被保険者期間ではない。」と回答していることを踏まえ

ると、申立期間は試用期間であったと推認される。なお、有限会社Ｄの

36 年及び 37 年の厚生年金保険被保険者資格取得日を調査したところ、同

社における４月１日の取得日になっている被保険者は無く、７月１日の取

得日になっている被保険者が複数確認できることを踏まえると、当時、当

該事業所では、入社してから数か月の試用期間後から厚生年金保険に加入

させていたものと推認される。 

また、申立人がＡ所を一緒に卒業し有限会社Ｄに就職したと供述し、か



  

つ、Ｂの「訓練生指導要録」に申立人と同様に卒業後の就職先は「Ｇ社｣

と記載されている同僚の当該事業所に係る厚生年金保険被保険者記録も無

い。 

さらに、Ｅ株式会社に照会したところ、「申立期間に係る厚生年金保険

の資料が保存されていないことから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険

料の届出については不明であり、給与からの厚生年金保険料の控除は不

明。」と回答しており、申立期間に係る同社における勤務状況及び給与か

らの厚生年金保険料控除については確認することができなかった。 

加えて、有限会社Ｄに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票は、連番

で払い出されており、欠番も無く申立人の記録は無い。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により厚生年金保険料を

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  



  

埼玉厚生年金 事案 3351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ： 

 
２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月１日から同年 12 月 16 日まで 

    有限会社Ａに勤務していたときの厚生年金保険の被保険者資格取得日

が昭和 35 年 12 月 16 日となっているが、同事業所で厚生年金保険料を

給与から控除されたのは、同年７月からであった。厚生年金保険被保険

者資格取得日を同年７月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

有限会社Ａの元事業主の長男及び申立人の同僚の供述から、申立人が申

立期間において同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、事業所の事業所別被保険者名簿で、申立人の申立期間で

ある昭和 35 年７月１日（有限会社Ａが厚生年金保険の適用事業所になっ

た日）に、同事業所で健康保険厚生年金保険の被保険者資格を取得した同

僚を調査したところ、同日に被保険者資格を取得した者は役員（男性３人、

女性一人）及び職人（11 人。いずれも男性）であり、女性の従業員（申

立人を含め二人）で被保険者資格を取得した者は確認できず、申立人は、

女性の同僚と一緒に同年 12 月 16 日に、同事業所で被保険者資格を取得し

たことが確認できる。 

また、申立人と同日に、有限会社Ａで厚生年金保険の被保険者資格を取

得した同僚は、「私は、有限会社Ａで、申立人より前の昭和 34 年ころか

ら働いていたが、厚生年金保険の被保険者資格取得日が申立人と同日にな

っている。私と申立人の厚生年金保険の加入時期については、事業所が意

図して行ったことだと思う。また、厚生年金保険料を給与から控除された

時期については分からない」と供述している。 



  

さらに、申立人が申立期間において事業主により厚生年金保険料を給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は見当たらない。 

   加えて、有限会社Ａの元事業主の長男は、「当時の事業主と事務担当者

は死亡しており、申立てに係る事実を確認できる関連資料等は残されてい

ない。申立人の申立期間に、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被

保険者資格取得の届出を行ったか、保険料を納付したかは不明である」と

供述している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3352 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 
１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ： 

 
２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月１日から 48 年８月１日まで 

    Ａ株式会社を昭和 47 年８月 25 日に退社して、直後の同年９月に有限

会社Ｂに入社した。同社での厚生年金保険の記録は、被保険者資格を取

得したのが、48 年８月１日となっているが、47 年９月から厚生年金保

険料を給与から控除されていたと思う。同社での厚生年金保険の被保険

者資格取得日を同年９月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から、申立人が昭和 47 年９月から有限会社Ｂに勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人が保管している国民年金手帳（厚生年金手帳）に

は、厚生年金保険の記録欄に、申立人が有限会社Ｂで昭和 48 年８月１日

に被保険者資格を取得したことが記載されている。 

また、当時の同僚 11 人に照会したところ、４人から回答があり、その

うち二人は、申立人が申立期間に有限会社Ｂに勤務していたと供述してい

るが、申立人が申立期間に厚生年金保険に加入していたかについては不明

であると回答している上、同社で申立人と同日の昭和 48 年８月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した同僚の一人は、同社に入社したのは

47 年の春か 48 年の春だと思うが、入社してすぐには厚生年金保険に加入

しなかったと供述している。 

さらに、有限会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人の被保険者資格取得日は、昭和 48 年８月１日との記録があり、申

立期間における記録は確認できなかった。 



  

加えて、有限会社Ｂの事業主からは、申立人の雇用期間、厚生年金保険

の届出及び申立期間に厚生年金保険料を給与から控除していたかは、資料

が無いため不明であるとの回答があった。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3354 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年７月ころから 52 年２月ころまで 

 株式会社Ａの同僚から同社で働くように勧められ、昭和 51 年７月か

ら約７か月勤めた。自分を除き複数の元同僚は厚生年金保険被保険者と

なっており、元同僚からは社会保険適用事業所と聞いていたことから、

給与から厚生年金保険料を天引きされていたはずなので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の供述により、期間の特定はできないものの、申立人が株

式会社Ａで勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、株式会社Ａの健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て欠番も無く連続しており、申立人の氏名も無いことが確認できる上、申

立人を同社で働くように勧めた元同僚は、事業主が会社経費を抑えている

ため自身の厚生年金保険被保険者資格取得については手続を渋々行ったこ

とから、申立人の被保険者資格取得の手続を行わなかったこともあり得る

と供述している。 

また、事業主に対し照会を行ったものの、回答を得ることができず、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認することがで

きない。 

さらに、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年６月１日から 49 年１月１日まで 

             ② 昭和 55 年 10 月１日から 56 年 12 月１日まで 

    申立期間①については、Ａ担当として株式会社Ｂに勤務し、昭和 48

年６月に会社の意向に従い厚生年金保険に加入した。当時の月給は 20

万円から 22 万円ぐらいであったが、社会保険庁（当時）の記録では標

準報酬月額が異常に引き下げられているので、当時の報酬額に見合った

標準報酬月額に訂正してほしい。 

申立期間②については、再びＣ担当責任者として株式会社Ｂに勤務し、

厚生年金保険に加入した。当時の月給は 43 万円から 45 万円ぐらいであ

ったが、社会保険庁の記録では標準報酬月額が異常に引き下げられてい

るので、当時の報酬額に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は申立期間において、Ａ担当及びＣ担当責任者として株式会社Ｂ

に勤務し、申立期間①の給与額は 20 万円から 22 万円ぐらいであり、申立

期間②の給与額は 43 万円から 45 万円ぐらいであったが、株式会社Ｂに係

る厚生年金保険の標準報酬月額の記録は、当時の給与額から算定した標準

報酬月額とは異なり、著しく減額された記録となっているとして申し立て

ている。                       

しかしながら、株式会社Ｂは昭和 61 年４月 30 日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっており、当時の事業主は、申立期間に係る給与額や厚生

年金保険料の控除額が分かる賃金台帳等の資料を保有していないことから、

申立人の申立期間の報酬月額及び保険料控除額について確認ができないと

している。                    

また、株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した



  

ものの、申立人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記

録とも一致しており、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も

みられない。 

さらに、当該名簿によると、申立期間①の期間内の昭和 48 年 10 月１日

に厚生年金保険の標準報酬月額の定時決定が行われ、申立期間②の期間内

の 56 年 12 月１日に標準報酬月額の随時改定が行われているが、当該決定

及び当該改定は、採用後一定期間経過後に給与の昇給があり、その都度、

事業主の届出に基づいて決定及び改定されたものと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間①に係る株式会社Ｂの雇用保険の加入記録は無いが、

その後の加入記録は、昭和 49 年６月１日取得、同年８月 15 日離職、賃金

支払月額８万円、50 年６月１日取得、同年９月 10 日離職、賃金支払月額

20 万円となっており、申立期間②に係る加入記録は、55 年６月２日取得、

58 年１月 13 日離職、賃金支払月額 31 万円となっていることが確認でき

る。 

また、当時の役員の一人は、「当時、支給されていた給与額について、

はっきり覚えていないが、自分についての標準報酬月額の記録に間違いが

あるとは思っていない。申立人の給与額についても記憶に無い。」と供述

している上、当時の経理担当者であった３人の同僚も、「申立人が勤務し

ていた記憶はあるが、給与額などについては忘れてしまった。また、当時、

支給されていた給与額について、はっきり憶
おぼ

えていないが、自分について

の標準報酬月額の記録に間違いがあるとは思っていない。」と供述してい

る。 

さらに、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、当時の顧問税理士は所

在が不明であることから確認ができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3356 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月１日から 53 年３月１日まで 

    私は株式会社ＡのＢ担当として勤務していたが、昭和 48 年４月に会

社の意向で厚生年金保険に加入した。当時の月給は、報酬、賞与、昇給

分込み 15 万円であり、所得税、社会保険料等を差し引き、手取りは 12

万円以上あった。しかし、社会保険庁（当時）の記録では標準報酬月額

が異常に引き下げられているので、当時の報酬額に見合う標準報酬月額

に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、当時の給与額は、報酬、賞与及び昇給分込み 15 万円であり、

所得税、社会保険料等を差し引き、手取りは 12 万円以上あったが、社会

保険庁の記録は、当時の給与額から算定した標準報酬月額とは異なり、著

しく減額された記録となっているとして申し立てている。                       

しかしながら、株式会社Ａは昭和 61 年４月 30 日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっており、当時の事業主は、申立期間に係る給与額や厚生

年金保険料の控除額が分かる賃金台帳等の資料を保有していないことから、

申立人の申立期間の報酬月額及び保険料控除額について確認ができないと

している。                    

また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した

ものの、申立人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記

録とも一致しており、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も

みられない。 

さらに、当該名簿によると、申立期間内の昭和 48 年８月１日、49 年８



  

月１日及び 50 年７月１日に厚生年金保険の標準報酬月額の随時改定が行

われているが、当該改定は、採用後一定期間経過後に給与の昇給があり、

その都度、事業主の届出に基づいて改定されたものと考えるのが自然であ

る。 

加えて、複数の同僚は、「当時、支給されていた給与額について、はっ

きり覚えていないが、自分についての標準報酬月額の記録に間違いがある

とは思っていない。」と供述している。    

また、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、当時の顧問税理士は所在

が不明であることから確認ができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3357 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年７月７日から 29 年６月１日まで 

    昭和 28 年７月７日からＡ株式会社Ｂ営業所でＣとして勤務、その後、

同営業所は 31 年８月にＤ町に移転し、Ｅ営業所として営業を継続し、

自分も継続してＥ営業所でＣとして勤務した。続いて、Ｆ営業所やＧ営

業所で勤務をした後、39 年ころから同社の本社管理部門に異動となり

46 年６月 30 日まで勤務したが、Ｂ営業所で勤務した申立期間の厚生年

金保険被保険者記録が無い。厚生年金保険料を給与から控除されていた

ので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｂ営業所については、申立人が記憶している事業所所在地及

び勤務実態に係る申立内容から、期間の特定はできないものの、申立人が

申立期間の一時期においてＡ株式会社Ｂ営業所に勤務していたことはうか

がえる。 

しかしながら、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿か

ら申立期間当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる７人に照

会し、回答が得られた３人のうち、二人の同僚が記憶している自身の入社

日及び退社日と厚生年金保険との関係を照合したところ、一人は入社日と

する日から４か月、もう一人は半年後に資格を取得していることが確認で

きる。 

また、Ａ株式会社は、「申立人が勤務していたことを確認できる人事関

係資料等を保有していないことなどから、申立人が申立期間において勤務

していたこと及び厚生年金保険料を控除していたことを確認することはで

きない。Ａ株式会社の健康保険組合も平成 16 年３月 31 日付けで解散し関



  

係資料を保管していないため、加入期間の確認ができない。」と回答して

いる。 

さらに、申立人が申立期間において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3358 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 大正 12 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 20 年 10 月１日から 21 年１月 11 日まで 

             ② 昭和 23 年 11 月１日から 24 年 11 月１日まで 

    Ａ株式会社（昭和 35 年９月１日付けで、株式会社Ｂに名称変更）に

20 年 10 月に入社し、62 年９月 11 日に退職するまで継続して勤務して

いたが、申立期間について、厚生年金保険被保険者期間が空白となって

いるのは考えられないので、調査の上、被保険者期間として認めてほし

い。 

    (注) 申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を

求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間当時、Ａ株式会社において、厚生年金保険被保険者記録があ

った同僚のうち、連絡の取れた３人の供述により、申立人が昭和 20 年

10 月ごろから同社に勤務していたことは推認できる。 

 

２ 申立期間①について、Ａ株式会社に係る健康保険労働者年金被保険者

名簿で申立期間当時に加入記録のある同僚３人のうち、申立人より早く

から当該事業所に勤務している者は、「当該期間は工場の復興時期で、

しばらくは事務担当者がいない時期でもあった。当時、試用期間があっ

たのかもしれないが、断定はできない。」と述べており、ほかの同僚二

人は、試用期間があったかどうかは不明としている。 

    また、事業主に照会したところ、「当時の社会保険関係等の書類が一

切保存されておらず、申立人の申立期間当時の資格取得日、喪失日、保



  

険料控除等については不明。」との回答であった。 

    さらに、Ａ株式会社の健康保険労働者年金被保険者名簿によると、申

立人の資格取得日は昭和 21 年１月 11 日で、資格喪失日は 23 年 11 月１

日と記載されており、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立期間①に係る給与明細書等の資料は無く、申立人の申

立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

 

３ 申立期間②については、申立期間当時、当該事業所において厚生年金

保険被保険者であった上記３人のＡ株式会社に係る健康保険労働者年金

被保険者名簿によると、同僚のうち、一人は、資格喪失日は昭和 21 年

４月 30 日で、再取得日は 24 年７月１日、ほかの同僚は、資格喪失日は

21 年 12 月 30 日で、再取得日は 24 年４月１日、残る一人の同僚は、資

格喪失日は 21 年４月 30 日で、再取得日は 23 年 12 月 10 日となってお

り、３人についても申立人と同様に被保険者期間が空白となっている。 

また、当該同僚のうち一人からは、「私は、申立人とは多少時期は違

うが約２年間のブランクがあり、その間、Ｃ地の店舗で手伝い、給与は

お店からもらっていたと思う。」との供述があり、ほかの同僚からは、

「私は、昭和 20 年ころから２年くらいの間（実際は、21 年４月から 24

年６月までの間）、被保険者記録が無い。期間の空白時期に保険料を給

与から控除されたかどうかは不明だが、その間、Ｃ地にＤの店舗を出す

ので、建築を手伝ったりした。」との供述があった。さらに、残る一人

の同僚は、「昭和 25 年に独立した際に、会社に厚生年金保険の件につ

いて問い合わせたが、加入していないと言われ、その後、国民年金に加

入した。」と供述している。 

    このほか、申立期間②に係る給与明細書等の資料は無く、申立人の申

立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。    



  

埼玉厚生年金 事案 3359 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生 年 月 日 ： 昭和８年生 

  住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年４月から 35 年４月まで 

② 昭和 38 年４月から 43 年６月まで 

  私は、申立期間①については、昭和 34 年４月から 35 年４月までＡ院

（現在は、Ｂ院）Ｃ課に勤務し、申立期間②については、38 年４月か

ら 43 年６月までＤ株式会社にＥとして勤務していたが、申立期間の厚

生年金保険被保険者記録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立期間当時にＡ院Ｃ課に勤務していた複数の

同僚及びＣ課を記憶しているほかの複数の同僚は、申立人が勤務してい

たことについて「不明」と供述している上、事業主は、「申立人の申立

期間について、雇用していたかどうか不明。」と回答していることから、

申立人が申立期間①においてＡ院に勤務していたことを確認できない。 

また、複数の同僚はＡ院が厚生年金保険の適用事業所となった昭和

35 年４月１日以前から同病院に勤務していたが、当該期間における厚

生年金保険料の控除については「控除されていない。」と供述している

上、同僚の一人が提出した 35 年２月分の給与支給明細書では厚生年金

保険料の控除は確認できない。 

さらに、事業主は、「病院の診療開始は昭和 33 年＊月＊日からであ

るが、厚生年金保険の適用事業所（35 年４月１日適用）になるまでの

期間、厚生年金保険料を控除していない。」と回答している。 

加えて、Ａ院に係る事業所別被保険者名簿において、申立期間①に

申立人の氏名は見当たらず、健康保険整理番号には欠番が無い。 



  

このほか、申立人が申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、申立期間当時Ｄ株式会社に勤務していた複数の

同僚は申立人が勤務していたことについて「不明」と供述し、ほかの一

人は「Ｆで社員ではない。」と供述しており、経理・社会保険の事務を

担当していたほかの二人も申立人を記憶していないと回答している上、

同社の元取締役は、「申立人の申立期間について、雇用していない。」

と回答していることから、申立人が申立期間②においてＤ株式会社に勤

務していたことを確認できない。 

また、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について、当

時勤務していた複数の同僚は「不明」と供述しており、同社の元取締役

は、「請負先のため控除していない。」と回答している。 

さらに、Ｄ株式会社に係る申立人の雇用保険の被保険者記録は無く、

また、事業所の事業所別被保険者名簿においても、申立期間②に申立人

の氏名は見当たらず、健康保険整理番号には欠番が無い。 

このほか、申立人が申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3360 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年 11 月９日から 58 年 10 月１日まで 

    昭和 57 年 11 月９日からＡ区のＢ院に勤務し、58 年９月末に退職し

たが、その間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。当該期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 事業主の供述及び雇用保険の被保険者記録により、申立人が申立期間当

時、Ｂ院に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、適用事業所名簿において、当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所であった記録が確認できないところ、事業主は、同事業所は従

業員数が少なく厚生年金保険加入の手続を行ったことは無いことから、厚

生年金保険料を控除したことも無く、従業員には国民年金の加入手続を行

うよう勧奨していたと供述しており、申立人も、厚生年金保険料が給与か

ら控除されていたかどうかの記憶は定かではないと供述している。 

なお、申立人及び事業主の供述による申立期間における従業員数から、

同事業所は強制適用事業所ではなかったと推認される。 

また、Ｃ組合では、当該事業所は昭和 45 年 11 月１日の開院当初からＣ

組合に加入しており、Ｃ組合によれば、加入事業所が厚生年金保険適用事

業所である場合はその旨記録されているが、同事業所が厚生年金保険適用

事業所であった記録は無いと回答している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3362 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録について、

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 11 月１日から 10 年 10 月 31 日まで 

    株式会社Ａに勤務した申立期間の標準報酬月額を平成８年 11 月にさ

かのぼって引き下げられた。訂正前の記録に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人が、申立期間当時、代表取締役に就い

ていた株式会社Ａは、平成 10 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっているが、申立人の８年 11 月から 10 年９月までの標準報酬月額

については、適用事業所でなくなる前に 98 万円から 30 万円に遡及
そきゅう

して減

額処理し、さらに、適用事業所でなくなった後の同年 11 月 24 日付けで、

30 万円から９万 8,000 円にさかのぼって減額処理が行われていることが

確認できる。 

一方、申立人は、申立人の標準報酬月額が 30 万円から９万 8,000 円に

減額処理されたことについて、社会保険事務所（当時）に出向き株式会社

Ａの滞納保険料の解消として、申立人及び役員の標準報酬を遡及
そきゅう

して引き

下げる旨の説明を受けた上で、申立てに係る関係書類に自ら印を押し、98

万円から減額処理された際も、同様に社会保険事務所の指導を受けたと供

述していることから、申立人は、申立期間に係る自らの標準報酬月額の減

額に同意したものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、会社の業務を執行する責任を負っ

ている代表取締役である申立人は、自らの標準報酬月額の減額処理に関与

していながら、当該標準報酬月額の減額処理が有効なものではないと主張

することは信義則上許されず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標

準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3363 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年９月 27 日から同年 10 月１日まで 

             ② 平成４年８月 26 日から同年９月１日まで 

    年金記録について照会したところ、申立期間の厚生年金保険被保険者

記録が無いことが分かった。 

私は、平成元年 11 月１日に株式会社Ａに入社し、その後株式会社Ｂ

に名称変更した後も継続して勤務し、４年８月末に退職した。雇用保険

の被保険者記録も同様となっている。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①については、同僚の一人が、申立人は平成３年９月 30 日

まで株式会社Ａに勤務していたと供述していることから、申立人が申立

期間①において同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録により、申立期間①当時における同事

業所の被保険者９人の被保険者資格の喪失日について見てみると、同事

業所が適用事業所ではなくなった平成３年 10 月１日が喪失日とされて

いる者は、事業主を含め二人であり、その他申立人を含め７人は３年９

月 27 日が喪失日とされている上、同年 10 月１日には、当該９人（事業

主を含む）のうち８人が、同事業所の事業主が事業主となっている株式

会社Ｂにおいて被保険者資格を取得していることが確認できる。 

このことについて、回答があった申立人と同様に空白期間のある同僚

４人は、全員、資格喪失日は間違いない旨を供述している上、うち一人

はオンライン記録により、平成３年９月の国民年金保険料が納付済みで

あることが確認できる。そのほかの３人については、給与から厚生年金



  

保険料が控除されていたかどうかについて、記憶に無いと供述している。 

また、申立人が、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細等の資料も無い。 

さらに、企業年金連合会に照会したところ、申立人の厚生年金基金の

資格喪失日は、オンライン記録と同日の平成３年９月 27 日であること

が確認できた。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険被保険者記録により、離職日は株式会

社Ｂが厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成４年８月 26 日よ

り後の同年８月 31 日となっていることが確認できるものの、オンライ

ン記録によると、申立人と同じ同年８月 26 日に同事業所の厚生年金保

険の資格を喪失した同僚二人（うち一人は死亡）は、同日に国民年金に

加入し、同年８月の国民年金保険料が納付済みであることが確認できる

上、うち生存している一人は、給与から厚生年金保険料が控除されてい

たかどうかについては、記憶に無いと供述している。 

また、申立人が、申立期間②について、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細等の資料も無い。 

 

３ 株式会社Ａ及び株式会社Ｂの事業主は同一人物であったが、当該事業

主から、本申立てに係る具体的な供述は得られなかった。 

なお、申立人は、株式会社Ａから株式会社Ｂに名称変更したとしてい

るが、商業登記簿により、事業主は同一人物であるものの、両社は別会

社であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3365 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年 11 月から 52 年６月ころまでの間の１

か月から２か月 

昭和 51 年 11 月から 52 年６月ころまでに、期間は定かではないが、

Ａ株式会社及びＢ株式会社に勤務していたが厚生年金保険の記録が確認

できないので、調査の上、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、Ａ株式会社に勤務していたとしているが、申立期間当時の

上司及び同僚の氏名を記憶しておらず、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において申立期間に被保険者であったことが確認できる

同僚３人から回答があったが、いずれも申立人の記憶は無いと供述して

いるなど、当時の勤務状況を確認することができない上、雇用保険の被

保険者記録も無い。 

また、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得届及び同喪失届を確認したが、申立人の氏名は確認できないと供述

している上、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて申立期間における健康保険証番号は連番で欠番は無く、申立人の氏

名は無い。なお、事業主は、パートは厚生年金保険に加入させていない

と供述している。 

 

２  申立人は、Ｂ株式会社に勤務していたとしているが、申立期間当時の

上司及び同僚の氏名を記憶しておらず、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において申立期間に被保険者であったことが確認できる



  

同僚二人から回答があったが、いずれも申立人の記憶は無いと供述して

いるなど、当時の勤務状況を確認することができない上、雇用保険の被

保険者記録も無い。 

また、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格

取得届及び同喪失届を確認したが、申立人の氏名は確認できないと供述

している上、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて申立期間における健康保険証番号は連番で欠番は無く、申立人の氏

名は無い。なお、事業主は、勤務時間が通常社員の４分の３未満のパー

トは厚生年金保険に加入させていないと供述している。 

さらに、Ｂ株式会社が加入するＣ基金に照会したが、申立人の申立期

間における加入記録は無いとしており、同じく同社が加入するＤ組合に

も照会したが、資料の保存期間経過のため申立人の記録は確認できない

としている。 

 

３  申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3373 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 45 年１月１日から同年３月 30 日まで 

             ② 昭和 45 年４月１日から 49 年４月１日まで 

             ③ 平成３年 10 月 16 日から同年 12 月 11 日まで 

厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間について厚生年

金保険に加入していた事実が無い旨の回答を社会保険事務所（当時）か

ら受けた。 

申立期間①のＡ株式会社には昭和 45 年３月 30 日まで勤務していたが、

同社ではＢしたり、株式会社Ｃに出向して、Ｄしていた。また、Ｅ株式

会社にも出向しＦしていた。 

申立期間②の有限会社Ｇには、Ａ株式会社での出向先で知り合いにな

った有限会社Ｇの社員（氏名は記憶無し）の紹介で昭和 45 年４月１日

に入社し、Ｈ株式会社Ｉ工場に出向してＪしていた。 

申立期間③の株式会社Ｋには、Ｌということで入社したが、しばらく

は見習期間で仕事は同社Ｍ工場でのＯ作業であった。子供が幼かったの

で健康保険は続けて加入していたはずである。 

これら申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人が記憶していた一人の同僚の供述によ

り、期間の特定はできないものの、申立人がＡ株式会社に勤務していた

ことがうかがわれる。 

しかしながら、当該事業所は昭和 45 年５月１日付けで厚生年金保険

の適用事業所ではなくなっている上、事業主は所在不明のため関係資料



  

も無く、申立ての事実について供述を得ることもできなかった。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

申立人は社会保険事務所に対し昭和 45 年２月７日に健康保険被保険者

証を返納していることが確認できる上、申立人のＡ株式会社における雇

用保険被保険者記録は無い。 

なお、申立人が出向していたとする株式会社Ｃ及びＥ株式会社のオン

ライン記録において申立人の氏名を検索するも、該当する者は確認でき

なかった。 

     

  ２ 申立期間②については、複数の同僚が申立人を記憶しており、勤務期

間は特定できないものの、申立人が有限会社Ｇに勤務していたことがう

かがえる。             

しかしながら、申立期間②当時厚生年金被保険者であった同僚に照会

したところ、入社１か月後に社会保険に加入したと供述している者がい

る一方、入社後６年を過ぎてから加入したと供述している者もあり、当

該事業所における社会保険への加入は従業員によって取扱いが異なって

いたことが推認できる。 

また、同僚の一人は、「発注先企業との契約は労務管理がきちんとな

されていることも条件であったが、社員の中には社会保険への加入を拒

んでいる者がいて困ったと当時の社長がこぼしているのを聞いたことが

ある。社長はきちんとした人で従業員の給与から保険料を控除しながら

厚生年金保険への加入届を出していないということは無い。」と供述し

ている。 

さらに、有限会社Ｇの現事業主は、同社は平成 15 年２月１日付けで

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時の事業主及び関

係者は既に死亡しているため関係書類は残っておらず、当時の状況は分

からないと供述している。 

加えて、厚生年金保険被保険者記録と雇用保険被保険者記録の資格取

得日は一致している上、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年

金保険被保険者記号番号払出簿において、当該事業所の資格取得時に新

しい厚生年金保険被保険者記号番号が付番されていることも確認できる。 

なお、申立人が出向していたとするＨ株式会社Ｉ工場のオンライン記

録において申立人の氏名を検索するも該当する者は確認できなかった。 

 

  ３ 申立期間③については、申立人は同僚の氏名を記憶していないことか

ら、株式会社Ｋにおいて申立期間③に厚生年金保険被保険者であった同

僚 15 人に照会したが、回答のあった 14 人すべてが申立人を記憶してお

らず、このうちの二人の同僚は当該事業所では１か月から２か月くらい



  

の見習い期間があったため、入社後すぐには厚生年金保険に加入しなか

ったと供述している。 

また、事業主は､「平成３年１月以降入社した社員の資料を確認した

が申立人の記録は無い。全社員の記録が残っており、社会保険事務所に

も全員分を届け出ていたはず。」と供述している上、当該事業所に係る

オンライン記録（被保険者縦覧照会回答票）において、健康保険被保険

者番号も連番で付番され欠番が無いことが確認でき、かつ、雇用保険被

保険者記録も無い。 

さらに、Ｏ市は、申立期間③の一部は国民健康保険被保険者期間であ

ると回答している上、オンライン記録において、申立人の妻は、申立期

間③は国民年金第１号被保険者として国民年金保険料を納付しており、

平成３年 12 月 11 日に申立人が別会社において厚生年金保険の被保険者

資格を再取得した際に国民年金第３号被保険者に種別変更されたことが

確認できる。 

 

４ このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

すべての申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 45 年９月１日から 48 年４月２日まで 

             ② 昭和 48 年６月１日から 51 年３月 21 日まで 

             ③ 昭和 58 年１月１日から同年６月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

申立期間において厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答を受

けた。 

申立期間①は、有限会社Ａに勤務しＢの仕事をしていた。申立期間②

は、Ｃ区のＤ社に勤務しＢの仕事をしていた。同事業所で使用していた

Ｅも記憶している。申立期間③は、Ｆ市のＧ社（現在は、有限会社Ｈ）

に勤務していた。どの会社でも正社員であったので、これら申立期間に

おいて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、有限会社Ａの元事業主及び複数の同僚の供述

により、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたこ

とがうかがわれる。 

しかしながら、当該事業所の元事業主は、「当社は平成７年８月 31

日付けで厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の関係資

料も無いため、申立人が勤務した期間及び厚生年金保険料の控除につい

ては不明である。また、当時は従業員数が多い上に従業員の出入りが非

常に多かったため、正確な従業員の数は分からないが、少なくとも入社

後３か月間は厚生年金保険の届出は行っていなかった。３か月以内で退

社した者や社会保険に加入することを拒んだ者も多かったため、従業員

10 人のうち６人は社会保険に加入させていなかったと思う。」と回答



  

している。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

厚生年金保険に加入していたことが確認できる同僚 11 人に照会したと

ころ、回答のあった５人のうち４人は自分の記録に誤りは無いとしてお

り、残りの一人は年金加入日と入社日に１か月の相違があるとしている

ものの、申立人の記録については分からないとしている。 

なお、当該事業所に係る事業所別被保険者名簿に申立人の氏名は無く、

健康保険被保険者番号は連番で付番され欠番も無い。 

     

  ２ 申立期間②については、申立人及び申立人が記憶している同僚はＣ区

所在の「Ｄ社」に勤務したと主張しているが、厚生年金保険適用事業所

名簿においてＣ区内に該当する事業所が見当たらない上、Ｉ局に照会す

るも、類似の名称を含む登録事業所はＣ区内に無いとの回答があった。 

また、Ｉ局に照会したところ、Ｃ区に「Ｊ社」が所在していたことが

判明したが、当該事業所は、厚生年金保険適用事業所名簿において、昭

和 40 年４月１日付けで厚生年金保険適用事業所となり、43 年２月 25

日付けで適用事業所ではなくなっていることが確認できた。なお、当該

事業所は商業登記簿により、平成４年６月＊日に法人化され（有限会社

Ｋ）、18 年６月にＬ町に移転していることが確認できるとともに、オ

ンライン記録により、22 年２月１日付けで厚生年金保険の適用事業所

となっていることが確認できた。そこで、当該事業所の事業主に申立て

に係る事業所との関係について照会したところ、当該事業主は、両事業

所の一体性を認めた上で、「Ｃ区において個人事業所として厚生年金保

険に加入していたことはあったが、昭和 43 年２月 25 日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなってから平成 22 年２月に再び適用事業所となる

までは厚生年金保険に加入していないため、その間は従業員から厚生年

金保険料を控除していないはずである。当時の関係書類が保存されてい

ないので申立人の勤務状況については全く分からないし、また、申立内

容にある営業先や使用していたＥも申立期間当時の状況とは相違してい

る。」と回答している。 

    さらに、当該被保険者名簿で確認できた同僚 11 人のうち照会できた

５人は、いずれも申立人を記憶していないと回答している。 

     

  ３ 申立期間③については、Ｇ社は厚生年金保険適用事業所名簿により、

「有限会社Ｈ」の名称で昭和 59 年５月１日付けで厚生年金保険の適用

事業所となっており、申立期間は適用事業所ではなかったことが確認で

きる。 

また、当該事業所の事業主は、「当時の事業主は既に死亡し関係書類



  

は保存していないため申立人の勤務状況等については不明であるが、当

社は昭和 56 年６月 16 日に法人化されたものの、59 年５月に厚生年金

保険の適用事業所となるまでの間は先代社長を含めて４人での経営であ

り、厚生年金保険の適用事業所としての要件を満たしていなかったため、

その間は私を含め国民年金に加入していた。厚生年金保険加入前に、厚

生年金保険料を控除することは無い。」と回答している。 

さらに、当該事業所が厚生年金保険適用事業所として加入した際に被

保険者であった同僚３人に照会したところ、いずれも申立人を記憶して

いないと回答している。 

 

  ４ すべての申立期間について、申立人が、各事業主により厚生年金保険

料を給与から控除されていたことを示す給与明細書等は無い上、雇用保

険被保険者記録も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

すべての申立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3376 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年７月 28 日から 35 年 10 月まで 

② 昭和 35 年 11 月から 36 年４月１日まで 

    申立期間①については、高校卒業後、叔父の経営するＡ株式会社に昭

和 29 年４月から 35 年 10 月まで勤務したが、社会保険庁（当時）の記

録によると、勤務した覚えのない有限会社Ｂの厚生年金保険に 29 年４

月１日から 31 年７月 28 日まで加入となっている。 

申立期間②については、昭和 35 年８月に、Ａ株式会社が、有限会社

Ｂ（Ｃ部門）とＤ株式会社（Ｅ部門）に分社し、叔父がＤ株式会社の事

業主となった。私も、同年 11 月からＤ株式会社に勤務したが、社会保

険庁の記録によると、同社における厚生年金保険の被保険者記録が、同

年 11 月から 36 年３月まで無い。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人は、Ａ株式会社に昭和 29 年４月から

35 年 10 月まで勤務していたと主張しているが、Ｆ株式会社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人は、29 年４月１日に被

保険者資格を取得し、31 年７月 28 日に資格喪失していることが確認で

きる上、事業主である叔父も同社の厚生年金保険に加入していることが

確認できる。 

なお、Ｆ株式会社は、昭和 31 年８月５日に、有限会社Ｂに適用事業

所名が変更していることが、適用事業所名簿及び有限会社Ｂが提出した

「事業所の名称変更届」により確認できる。 

また、申立人は、昭和 35 年８月に、有限会社ＢとＤ株式会社が分社

したと供述しているが、商業登記簿謄本によると、有限会社Ｂは、31



  

年７月 18 日に設立され、Ｄ株式会社は、同年７月 17 日に設立されてい

ることが確認できる。 

さらに、Ｆ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、Ｄ株式会社の事業主は、同社が設立された昭和 31 年７月 17 日にＦ

株式会社の被保険者資格を喪失し、申立人も同年７月 28 日に資格喪失

していることが確認できる。 

加えて、複数の同僚は、申立人は、Ｄ株式会社設立の時から同社に勤

務していたと供述している上、有限会社Ｂの事業主も同様に回答してい

る。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人及び同僚の供述により、申立人がＤ株

式会社設立の時から同社に勤務していたことがうかがえるものの、適用

事業所名簿により、同社は、昭和 37 年 12 月１日に厚生年金保険の適用

事業所となっていることが確認できる。 

また、当該事業所が適用事業所となった昭和 37 年 12 月１日に被保険

者資格を取得した事業主と申立人を含む５人のうち、連絡先が判明した

同僚一人に照会するも回答は無く、申立期間②に係る保険料控除につい

ては不明である。 

さらに、申立期間当時の事業主は死亡しているため、現在の事業主に

照会するも当時の資料は無く、届出及び保険料控除に関しては不明と回

答している。 

なお、申立人は、昭和 36 年４月から当該事業所が適用事業所となる

前月の 37 年 11 月まで国民年金に加入し、保険料を納付していることが

オンライン記録により確認できる。 

加えて、当時の事業主は、Ｆ株式会社における厚生年金保険被保険者

資格を喪失してから、Ｄ株式会社において被保険者資格を取得するまで、

年金の加入記録が確認できない。 

 

３ このほか、申立人が申立期間について、各事業主により、厚生年金保

険料を給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3377 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年８月１日から 48 年５月７日まで 

② 昭和 49 年 11 月ころから 50 年４月ころまで 

厚生年金保険の加入状況を確認したところ、昭和 47 年８月１日から

48 年５月７日までの間に空白期間及びＡ株式会社の被保険者記録があ

るが、当該期間はＢ有限会社に継続勤務しており、同社を辞めた後、申

立期間②についてはＡ株式会社に勤務したはずなので、正しい記録に訂

正して、記録の無い期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は当該期間も継続してＢ有限会社に勤務

していたと主張しているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票において、昭和 46 年５月１日に資格を取得し、47 年８月１日

に喪失し、同年８月 24 日に健康保険証を返納したこと、及び 48 年５月

７日に資格を再取得し、49 年 11 月 21 日に喪失したことが確認できる。 

また、申立人に係る雇用保険の被保険者記録において、事業所番号が

同一である事業所での被保険者記録が、昭和 45 年 10 月７日から 47 年

７月 31 日までの期間及び 48 年５月７日から 49 年 11 月 20 日までの期

間となっており、申立期間①における当該事業所に係る被保険者記録が

無いことが確認できる。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票におい

て、厚生年金保険被保険者記録が昭和 47 年 11 月 20 日から 48 年４月１

日までとなっているところ、雇用保険の被保険者記録においても期間が

合致する記録が確認できる。 

なお、適用事業所名簿によると、Ｂ有限会社は昭和 46 年５月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立人に係る雇用保険の被保



  

険者記録における 45 年 10 月７日から 46 年４月 30 日までの期間は適用

事業所ではない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ株式会社に勤務したのはＢ有限会

社を退職した後であったと主張しているところ、当該期間直前について、

２度目のＢ有限会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

「Ｃ」姓から「Ｄ」姓に氏名変更していたことが確認できる上、申立人

が主張しているＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票で

は、氏名が「Ｅ」となっている。 

また、事業所名は不明であるが、資格取得日が昭和 47 年 11 月 20 日、

離職日が 48 年３月 31 日である雇用保険被保険者記録があることが確認

でき、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録と合

致している。 

さらに、Ａ株式会社の元同僚によると、申立人の後任として昭和 48

年７月に採用されたと聞かされたとしており、これらの事情から、申立

人が当該事業所に勤務したのは同年７月以前であったことがうかがわれ

る。 

 

３ 以上のことから、申立人はＢ有限会社に昭和 45 年 10 月７日に入社、

47 年７月 31 日に退職し、48 年５月７日に再度入社したものと認められ、

また、改姓したのはＡ株式会社に勤務後、同年５月７日に資格を再取得

したＢ有限会社勤務時であること、Ａ株式会社における厚生年金保険の

被保険者記録は旧姓である「Ｅ」であることから、Ａ株式会社の勤務時

期をＢ有限会社における２度目の被保険者資格を喪失した後と認めるこ

とはできない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかが

わせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3378 

 

第１ 委員会の結論        

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 34 年９月１日から 35 年９月１日まで 

    Ａ校在学中の昭和 34 年９月１日から正社員ということでＢ社に勤務

した。そして、35 年３月に同校を卒業し、そのまま勤務し、同年 10 月

に退社した。１年１か月勤め、その間、厚生年金保険に加入していたの

に、１か月間しか厚生年金保険の加入記録が無いのはおかしい。厚生年

金保険料は、34 年９月分給与から天引きされていたので、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の当時の事業主は、既に他界しており、その事業主の子息は「同社

は 20 数年前に解散した。」と供述している上、商業登記簿謄本で確認で

きる元役員４人に照会した結果でも、一人は、既に他界している上、ほか

の３人も、宛先不明で送達することかができなかったことから、申立人の

勤務の実態や厚生年金保険料の控除について確認することができなかった。 

また、申立人が、名前を挙げている当時の同僚二人のうち、一人は既に

他界しており、照会できた一人は、申立人が同社に勤務していたことは記

憶しているものの、申立期間において申立人が勤務していたか否かについ

てまでは覚えていないと供述している。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

によると、申立人の被保険者資格取得日は昭和 35 年９月１日となってお

り、訂正等が行われた形跡は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認



  

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3379 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間について、厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る

記録の訂正を認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ： 

    

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年６月 30 日から 58 年１月 21 日まで 

    私は、Ａ株式会社の代表取締役であったが、昭和 57 年から 58 年まで

に厚生年金保険料を滞納したため、社会保険の手続を委託していたＢ会

の社会保険労務士から先付小切手でいいから払ってほしいと言われ、そ

のとおり先付小切手で納付した。結局、Ａ株式会社は倒産したため、先

付小切手は不渡りとなったが、社会保険事務所（当時）への連絡と保険

料の再納付手続はしなかった。その不渡りとなった先付小切手に相当す

る金額が、私の厚生年金保険の記録から差し引かれているような気がす

るので、そのような事務処理がなされたのであれば、元の記録に戻して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、当初、申立人は申

立期間のうち、昭和 55 年６月 30 日から 56 年８月１日までは被保険者期

間とされていたが、58 年１月 21 日にＡ株式会社が厚生年金保険の適用事

業所ではなくなった後の同年５月９日付けで 55 年６月 30 日にさかのぼっ

て資格喪失処理が行われていることが確認できる。 

しかしながら、商業登記簿謄本の一部の保存期間経過により、申立人が

Ａ株式会社が設立された昭和 51 年から同社の代表取締役に就任したかは

不明であるものの、少なくとも 55 年２月 18 日から同社が消滅した 58 年

ころまで代表取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、申立てに係る厚生年金保険被保険者資格の喪失処理が

行われた昭和 58 年５月ころは、事業の借金があり姿を隠していたため、

被保険者資格の喪失処理に係る届出が誰によって提出されたかは分からな



  

いと主張しているが、申立人は、Ａ株式会社が 57 年から 58 年までは厚生

年金保険料を滞納していたこと、倒産直前に振り出した先付小切手が不渡

りになったこと、及び同社の倒産の事実の社会保険事務所への連絡と保険

料の再納付手続を行わなかったことを認めている。なお、社会保険の事務

手続を委託していたとするＢ会は、平成４年３月 31 日に廃止となってお

り、代表者の連絡先が不明のため、当時の状況を確認することはできなか

った。 

また、申立人は、Ａ株式会社の当時の取締役及び従業員に対する照会に

ついては、行なわないことを強く希望しているため、同僚照会を行うこと

はできなかった。 

これらのことから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失処理につ

いては、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同意を得ずに、又は

申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったものとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として自らの被保険者資格喪失日に係る記録

訂正処理が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立

期間について、厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録の訂正を認

めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3380 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ： 

    

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年１月から 63 年７月まで 

    私は、昭和 53 年１月から 63 年７月まで、Ａ町にあったＢ株式会社に

勤務した。当該期間は厚生年金保険に加入していたので被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間のうち、昭和 60 年１月１日から 62 年 11 月 30 日まで

の期間についてＢ株式会社に勤務していたことは、雇用保険の加入記録並

びに事業主の家族及び同僚の供述から認められる。 

しかしながら、健康保険・厚生年金保険適用事業所名簿には同社の名称

は無く、同社が厚生年金保険の適用事業所であったと確認することはでき

ない。 

また、Ｂ株式会社の元取締役で、当時の事業主の家族は、「Ｂ株式会社

の経営に関することは、父がすべて行っていたので詳しいことは不明だが、

厚生年金保険には加入していなかった。」と供述しており、同僚も「Ｂ株

式会社は、厚生年金保険に加入していなかった。私もＢ株式会社勤務期間

は、国民年金に加入していた。」旨の供述をしている。 

さらに、オンライン記録から、申立人の昭和 55 年４月から 63 年７月ま

での国民年金保険料が納付済みであること、及びＣ市において 52 年４月

１日から 63 年８月１日まで国民健康保険に加入していたことが確認でき

る上、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料も見当たらない。 

なお、申立人は、申立期間中の昭和 63 年１月 27 日から同年４月 30 日

までは、Ｄ株式会社（現在は、Ｅ株式会社）に勤務していたことが雇用保



  

険被保険者記録から確認できるが、オンライン記録から、同社が厚生年金

保険の適用事業所となったのは平成８年５月 22 日からであり、同社の事

業主も「当時、社員は多くても二人であったので、厚生年金保険の適用要

件を満たしておらず、加入していなかった。」と供述している上、申立人

も同社での勤務期間中は、厚生年金保険に加入していなかったことを認め

ている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3383 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 男 

  基礎年金番号 ： 

  生  年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

  申 立 期 間 ： 昭和 46 年 10 月 22 日から 47 年 10 月 22 日まで 

    私は、Ａ株式会社Ｂ工場に昭和 22 年４月１日に入社し、25 年 11 月

にＣ工場に転勤し、47 年 10 月 22 日に退職した。しかし、厚生年金保険

の加入記録は 46 年 10 月 22 日となっており１年間記録が無い。私は会

社に 25 年以上勤務していたことは間違いないので、この加入記録を１

日も早く訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は昭和 47 年 10 月 22 日までＡ株式会社に勤務していたと主張し

ているところ、申立期間の勤務実態を証明する確たる証拠は不明であるが、

同僚の供述から、期間の特定はできないものの、申立期間において、申立

人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ組合の職員から提出された健康保険台帳（写し）には、申立

人のＡ株式会社に係る記録について、昭和 46 年 10 月 22 日退社と記録さ

れているのが確認できる。 

また、申立人が申立書に「最も信用できるもの」としているＤ公共職業

安定所の職業紹介記録及び失業保険受給記録は保存されていないが、申立

人の雇用保険の離職日に係る記録は昭和 46 年 10 月 21 日とあり、厚生年

金保険における資格喪失時の記録と符合していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3384 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32 年ころから 34 年ころまで 

    Ａ社Ｂ所で昭和 32 年ころから 34 年ころまで住み込みで勤務していた。

Ｃ年金事務所によるとその期間の厚生年金保険被保険者の加入記録が

無いとのことである。しかし、その当時、弟も同じＡ社Ｄ所に住み込

みで勤務しており、厚生年金保険被保険者記録がある。弟と同様にＡ

社のＥ所に勤務しており、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が勤務していたとするＡ社Ｂ所について、申立期間当時の事業主

は既に亡くなっており、同所を引き継いだその息子（現事業主）は申立人

が勤務していた記憶があるとしていることから、申立人が同所に勤務して

いたことはうかがえるものの、現事業主は、申立期間当時、社会保険につ

いては、Ｆ会を通じて加入していたとしているが、当時の関連資料が無く、

申立人に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていたか否

かについては不明としている。 

 また、既に適用事業所でなくなったＥ会の社会保険加入者一覧（台帳）

を保管しているＧ会（法人格のない任意団体）に対し、同一覧に申立人の

氏名が無いか照会したが、昭和 37 年５月以前に資格喪失した者の記録は

無いとしており、申立人の氏名を確認することはできなかった。なお、同

会の事務担当者は、Ｆの当時の担当者から伝えられたこととして、「Ｅ所

の従業員のすべてがＦに加入したわけでなく、Ｅ所から依頼のあった従業

員について加入手続を行っていた。」と供述している。 

さらに、Ｆにおいて申立期間当時の厚生年金保険被保険者記録のある者



  

及び申立人が挙げた同僚に照会し、複数の者から回答を得たが、同僚の一

人は、申立人がＡ社Ｂ所に勤務していたことを記憶しているが、「申立人

の勤務期間は、申立期間より短い期間であった。事業主から厚生年金保険

に従業員も加入する旨を告げられたのは昭和 33 年６月ころだった。従業

員の勤務成績、勤務期間等により厚生年金保険への加入者の選別を行って

いた。」と供述しており、当該同僚のオンライン記録でも 33 年６月 15 日

に資格を取得していることが確認できる。 

加えて、Ｆに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人の

弟の氏名は確認できるものの、申立人の氏名は見当たらず、健康保険番号

に欠番は無い。 

その上、Ａ社Ｂ所における申立期間について、申立人が厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、源

泉徴収票などの資料が無い上、申立人も保険料控除に係る具体的な記憶は

無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3386 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月から 40 年６月１日まで 

高校卒業と同時に株式会社Ａに入社し、昭和 62 年 10 月に退社するま

で同社でＢとして勤務してきたが、同社での厚生年金保険加入記録は

40 年６月１日からとなっており、申立期間の加入記録が無い。申立期

間当時は、同社のＣ所、Ｄ所、Ｅ所及びＦ所の各現場で継続して勤務し

ていたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び同期入社の同僚等、複数の同僚の供述から、

申立人が申立期間において、株式会社Ａで継続して勤務していたことが認

められる。 

しかしながら、株式会社Ａが提出した申立人の人事記録台帳（退職者

用）及び厚生年金保険被保険者整理名簿には、申立人は昭和 40 年６月１

日に採用され、同日付けで被保険者資格を取得した旨の記載があり、これ

について、同社人事部では、「申立期間における申立人の在籍が確認でき

ないので、申立人は当時、現地採用の雇員であったと思われる。当時、厚

生年金保険への加入は正社員だけであり、有期雇用の扱いであった雇員は、

正社員への昇格を前提とした配属先の異動はあったものの、厚生年金保険

には加入させていなかった。」と回答している。 

また、同僚照会で入社時期が確認できた４人の同僚は、いずれも入社３

年後から 10 年後に厚生年金保険被保険者資格を取得しており、このうち、

申立人と同じ高校を卒業し、同時に入社したとする同僚は、「我々は現地

採用の雇員であり、入社時に会社から正社員にならないと厚生年金保険に

加入できないとの説明を受けた。私は２年後に申立人とは別の現場に異動



  

となったが、正社員となったのは昭和 41 年８月で、それまでは厚生年金

保険料は控除されていなかった。」と述べていることから、株式会社Ａで

は、当時、現地採用者については、正社員となるまでの間は厚生年金保険

に加入させる取扱いをしていなかったことが推認できる。 

さらに、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申

立期間において申立人の氏名の記載は無く、また、適用事業所名簿でも申

立期間における申立人の配属先が適用事業所であった記録は見当たらない。 

加えて、申立期間における厚生年金保険料の控除については、申立人に

具体的な記憶が無く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険

料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年３月 28 日から 38 年３月１日まで 

社会保険事務所（当時）からのねんきん特別便で、Ａ株式会社に勤務

していた昭和 33 年３月 28 日から 38 年３月１日までの標準報酬月額が、

給与の支給額と異なっていることを知った。 

平成 12 年 12 月に在職者は報酬月額の訂正をしたが、退職者について

は放置されたという話をＡ株式会社Ｂ部（当時）のＣ氏が前任者(総務

部のＤさん)から聞いたと話しており、申立期間当時の源泉徴収票を保

管しているので調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された昭和 35 年、36 年及び 37 年の給与所得の源泉徴

収票並びにＥ組合から提出された当該各年に係る各社別年間臨時手当一覧

表から、申立人の当該各年に係る平均給与月額を試算したところ、35 年

分は１万 2,576 円(源泉徴収票の給与の支払金額 15 万 912 円、賞与等の支

払金額２万 9,491 円と記載)、36 年分は１万 4,000 円（年間臨時手当一覧

表におけるＡ株式会社の決定額は「基準額」の 29.5 割、乗船手当率 2.0

割）、37 年分は１万 6,000 円（源泉徴収票の給与支払金額 24 万 9,390 円、

年間臨時手当一覧表におけるＡ株式会社の決定額は「基準額」の 30 割)と

なり、いずれも、申立人のＡ株式会社に係るオンライン記録に記載されて

いる標準報酬月額１万 2,000 円（33 年３月の被保険者資格取得時決定)、 

１万 4,000 円（36 年４月１日の月額変更）、１万 6,000 円（37 年６月１

日の月額変更）におおむね合致している。 

    また、Ａ株式会社にかつて勤務し、当時の事情を知るＦ株式会社Ｇ部の



  

Ｈ氏は、同社の標準報酬月額の算出方法について、ⅰ）休暇中の本給(ほ

かにＩ時の本給がある)を使用したので、低く表示されることがあったの

ではないか、ⅱ）Ｊには「Ｋ」というものがあり、１年を通じてＪ所有者

に使用されＬによって報酬の額が異なる者はあらかじめ過去１年間のＩ中

の報酬・手当等の総額が、本人本給（Ｍ中の賃金）の何パーセント増にな

っているかを算出し、その率を各人の本給に乗じて報酬月額を算定してい

る場合があると供述している。 

   さらに、上記Ｈ氏は、申立人の「平成 12 年 12 月には在籍者は報酬月額

の訂正をしたが退職者については放置されたという話をＡ株式会社Ｂ部の

Ｃ氏が前任者(総務部のＤさん)から聞いたと話している」との申立てにつ

いて、「Ａ株式会社Ｂ部のＣは自分であると思うが、一般的な定時決定な

どのことは説明したことがあるが、過去の報酬月額を訂正したなどとは言

っていない」としている。なお、このことに関連して照会したＥ組合の担

当者は、Ａ株式会社に不正があった、という評判は聞いていないとするほ

か、当時の申立人の同僚(ただし、Ｎ勤務)二人に照会をしたところ、当時

同社の経営は順調で健全であり、うち一人は昭和 32 年から 36 年までＮ勤

務者の標準報酬手続や書類の作成等を担当したが同社は不正を最も嫌う社

風であり、Ｏ社会保険事務所（当時）からも高く評価されていたと供述し

ている。 

   加えて、商業登記簿謄本によると、Ａ株式会社は、平成15年12月10日に

解散しており、事業主は不明である上、当該事業所の解散時の代表清算人

への照会においても回答を得ることができなかったことから、事業主によ

る申立人の給与額に係る資料の提出を得ることができなかった。 

このほか、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書

等の資料は無く(前記源泉徴収票を除く)、申立人の申立期間に係る厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3391 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年  月 日  ： 昭和 17 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間  ： 昭和 40 年５月１日から 41 年６月 13 日まで 

    私は、昭和 39 年８月にＡ町に所在した株式会社Ｂへ入社し、41 年６

月に次の会社に入社する直前まで継続して勤務したが、同社における厚

生年金保険の記録が 40 年５月１日から 41 年６月 13 日まで空白となっ

ているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。なお、同社においては、経理事務に二人で従事しており、もう一人

の同僚の名前は記憶していないが、ほかに事務員としてＣさんが勤務し

ていたのを覚えている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立事業所である株式会社Ｂは本店がＤ地に所在し、昭和 42 年７月 27

日に解散していることが同社に係る登記簿謄本から確認できるが、当該事

業所の元役員であったＥ氏は、「株式会社Ｂの代表者は実兄のＦであるが、

同人は平成 21 年 10 月に亡くなっており、当時の関係資料は残っていない

ため、申立内容については全く不明である。」としており、申立内容の確

認ができない。 

   また、申立人が同じ株式会社ＢのＧ支店に勤務していたとしている同僚

数人は、申立人の同社での勤務を供述しているが、勤務期間は不明として

いる上、申立期間中に株式会社ＢのＧ支店に勤務し、厚生年金保険の資格

取得と資格喪失をしていることが同事業所の事業所別被保険者名簿から確

認できる同僚は、申立人については記憶に無いと供述しているところ、申

立人も同人については記憶に無いとしていることから、申立人の申立期間

における同社での勤務が確認できない。 



  

   さらに、申立人に係るオンライン記録と申立事業所の事業所別被保険者

名簿の申立人に係る被保険者記録は一致していることが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、申立事

業所に係る雇用保険の被保険者記録も確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


